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　消費老は効用を極大にし，企業は利潤を極大にするというお定まりの物語では ，

日本資本主義は明らかにされません。そして儒教資本主義を定式化することは，経

済発展論への重要な貢献になるだけでたく ，現在および将来の貿易紛争を理解する

上でも ，極めて有益であると思います。発展途上国のうちの主要国であり ，貿場紛

争の将来の主役と見られる韓国，台湾，香港，シンガポール等はいずれも目本に似

て， 多かれ少なかれ儒教資本主義国であるからです 。

　　　　　　　　　　　　　　　森嶋通夫『続イギリスと日本』（１９７８年）

　　　　　　　　　　　　　　　（８７）



８８　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

　　市場制度の起源は，複雑でわかりにくい問題である。明らかに場所としての市場

　のはうが，需要 ・供給型の競争 メカニ ズムより先に生まれている。近代の市場経済

　は，小さな起源から次第に成長してきた結果なのではなく ，もともと別個で独立し

　た起源からの発展の結果なのであ った 。

　　交換とは，慣習，行政，法によっ て， また市場制度それ自体によっ て決められる

　交換比率によっ て， 参加老問相互に財が移動することだげを意味する。市場の諸要

　素が需要 ・供給一価格 メカニ ズム を形成するように結合されるときだけ，われわれ

　は価格形成市場を論ずることになるのである。そうでなけれぱ，供給する人びとと

　需要する人びととの出会いは，固定等価での交換を行なうだけで，とうてい価格形

　成市場にはいたらない。　　　　一Ｋａｒ１Ｐ
ｏｌａｎｙｉ，Ｔｈｅ　Ｌｉｖｅ１ｉｈｏｏｄ　ｏｆ　Ｍｍ

３　戦前 ・戦後の日本の産業 ・通商政策

　日本の経済杜会，経営管理や企業行動，歴史を観察する際，二つのアプ ロー

チが存在している 。

　一つは，日本特有とされる一連の事象は，既成の諸理論を適用することによ

って十分説明 ・分析されるのであ って，日本の経済杜会は，欧米のそれと同質

のものであることを証明するアプ ローチである。このアブ ロー 刊こ従えば，特

殊とされる日本的現象は，実は，特殊ても何でもなく ，既成の理論を媒介する

ことによっ て， 世界に通じる普遍的な　般性を持つものとして論証され位置つ

けられる。しかしながら，このような既成理論の適用というアプ Ｐ一チでは ，

目本の特殊玩象は，はじめから存在しないという結論を予定しているようなも
　　　　１）
のである。ここからは新しいパラダイムにもとづく新しい理論への展望は生れ

てこないのではなかろうか 。

　このアブ ローチのＣＯｒＯ１１ａｒｙとして，当然，日本の産業 ・金融などの成果は ，

欧米資本主義をすでに追い越しており ，むしろ，逆に，日本の経済体制は，今

後の資本主義のあり方を先取りしており ，これから，世界に普及していくであ

ろうし，またさせるべきであるという考え方にな ってくる 。

（８８）
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　以上の路線は，目下，日本では主流のアプ ローチである 。

　他のアプ ローチは，日本の特殊な現象はあくまで特殊であ って，また，異質

は異質であ って，既成の理論の適用のみでは，日本の特殊な事例は解明されず ，

これらの事例や経験の説明には，「新しい理論」の定立を模索する。私有財産

制を政治原則としているという意味では，同じ資本主義体制でも ，新教資本主

義と儒教資本主義の杜会経済的性格は異なる。この場合の「新しい経済理論」

は， 経済発展論の新しい形態と自由主義と儒教の融合せる新理念にもとづいた

新しい経済学ということになろう 。異な った理念に対応して異な った経済学が

成立する。理念や規範意識なしの経済学が無意味であるとすれぼ，東アジアな

どにも適用され得る普遍性を持った日本独自の経済学は如何なる思想や価値意

識に依拠すべきであろうか。日本や東アジア諸国の歴史的現実や伝統とその経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
済杜会の性格を考慮にいれれは，それは，自由主義プラス儒教ということにな

ろう 。

　何故，日本独自の経済学を定立しなげれぼならないのか。その理由は以下の

三つである 。

　（１）目本を含め東アジア諸国の価値理念や規範意識などは，西欧の個人主義

　　や自由主義とは基本的に異な っていること 。

　（２）明治以後，非常に遅れた後進国から先進国へ発展した日本経済の実績か

　　存在していること 。

　（３）（２）の下で，欧米と異なる制度，政策，慣行など，即ち，企業の従業員

　　にとっ ては安定した雇用制度とされる終身雇用制（長期雇用制），安定的な

　　労使関係を保障する企業内労働組合，年功による経験知の尊重と企業内人

　　間関係の和を重視する年功序列制，日本の企業管理における集団責任体制

　　（権力中枢なき権力集中下の意思決定 メカニスム），従業員のための企業内福利

　　厚生制度の充実，日本企業においては経営者は株主より従業員をより重視

　　するノステム，日本の企業間取引には競冗買より相対売買か大切にされる
　　　　３）
　　 こと ，国内での製品価格が輸出製品価格より割高であるような価格形成 メ

　　カニ ズム 等々 が存在していること 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９）



　９０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

　小野進〔３５〕で言及したように，明治以後の日本の経済発展は，二段式 ロケ

ットのように，先進国にキャッ チア ッブするまでは，「準市場経済の経済学」

が妥当し，その後は，ワルラス型かケインズ型のあるいは両者が並存する市場

経済へ移行するという ，二段式経済発展をとるなら，われわれの任務は，「準

市場経済の経済学」の定立でよい 。

　しかし，もし，「準市場経済」が「市場経済」へ移行しない場合（日本の経済

杜会の固有の性格として大いにありそうなことであるが），換言すれば，「準市場経

済」はより欧米型の市場経済へ接近するげれど，やはり ，日李的なあるいは東

洋的な性格をとどめるなら，その時は，やはり上述した新理念にもとづく新し

い経済学としての「準市場経済の経済学」の構築がわれわれの課題になる 。

　どこの国も国際的にならなけれはならないとすれば，問題は，もっとも世界

史的傾向を有し，国際秩序はいかにあるへきかということに理念を示し，リー

ダーシッ ブをとっ ていく国はどの地域の国 々であろうかということである。や

はり依然として，欧米諸国なのか，それとも今後は東アジア諸国になるのであ

ろうか。果して，日本は，世界をリードしていく綜合的な力（経済力のみたらず ，

すぐれた哲学 ・倫理，芸術，科学 ・技術や大学それに政治と軍事力などを含む）が具わ

っているのであろうか 。

（１）日本に自由主義経済は存在してきたか７

　目本の「自由経済」の歴史において，国家の経済に対する干渉に反対する主

張は，明治以来多く見られたが，自由主義経済の核心ともいうへき反独占の思

想は極めて稀薄であり ，不当に軽視されてきた。目本では，経済的自由主義は ，

「独占の自由」，「同業組合の自由」を正当化するものとして受けとめられてき
４）

た。 しかし，国家の経済への過度の介入や財閥や独占の存在は，小野進〔３７〕

の１０７頁において言及したように，資本蓄積が不足する発展途上国が資源を効

率的に使用するための不可避な現象であ った 。

　明治５ ・６（１８７２ ・７３）年に各地で株仲間解放令が出された。宮本又次ｒ株

　　　　　　　　　　　　　　　　（９０）
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仲間の研究』によれば，大阪では，明治５年４月１７目 ，和歌山同５年２月 ，滋

賀県同５年２月に解放令か出された。東京も同５年中に「勝手営業」となり ，

神戸は，同６年２月に商業仲間を禁じている。この株仲間の解放令は，明治４

年１２月に士族が商業に就くことが許され，同５年８月に農民の商業営業が許さ

れたのと共に，「営業の自由の原則」を確立するための鉄則てあ った。株仲間

の精神は，「自由競争 ・個人主義を標傍せる資本主義的精神とは合致すへきも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
のではなく…… 解放令はこの姪格を断乎として打破ったものである」が，「商

業の分界乱れ，延売買は止み，手形の流通は全く杜絶するに至ったのであるが ，

就中解放直後の問題としては営業自由原則に伴い，無資の好商が輩出せる事で
　６）
ある」。 それ故，輩出せる好商は、着実な商人を陥穿に陥いれる有様で，解放

令がでた翌年の明治６年にはやくも ，旧株仲間的性質を濃厚にもつ，同業組合

が出現し，大阪では，「３６の組合が成立し，７年中には１３８，８年には２３，９年

　　　　　　　　　　７）
には２組合が形成された」。１８７８（明治１１）年８月に設立された大阪商法会議所

は同年９月２日の総会において商業仲間設置案を定め，同業団結の急務を提唱

した。会議所は，仲間団結の運動をつづけた結果，大阪府も ，明治１４（１８８１）

年１０月１９日「大阪堺市街商工業取締法」を布達した。この法令は，両市の同種

の商工業者は同業毎に一致団結し，同業は各区に取締人を置き，その中から一

人を総取締として，開業 ・廃業は取締の許可を経て府庁に届出ること ，取締は

同業考の名簿を作製して移動のチ ェック ，各組合には申合規則を設けることな

どを定めた 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　明治１７年１１月農商務省は，同業組合準則を定め，同業組合の助長政策とした 。

　『輿業意見』３０巻（１８８４年）の起草者として，有名な殖産興業家として，ま

た目本資本主義形成史上不朽の存在として名をとどめるであろうの前田正名

（１８５０～１９２１）は，「団結カ ノナキハ目本商工者の通患ナリ」といい，「政府ハ徹

頭徹尾国民 ノ誘導人タリ保護者タルノ 責ヲ自任 シ， 以テ国歩ヲ進メサル可カラ

サル」と主張し，これが，その後の日本経済史における反独占 ・反同業組合的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
「営業の自由」の政策が欠落した産業政策の基軸思想にな った 。

　明治初期，大久保 ・大隈体制下の経済政策の最大の課題は，「輸入防遇」で

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１）



　９２　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

あり ，輸入代替 ・輸出促進のため民業（とりわけ在来産業）を重視することであ
っ岩１

　その後の目本経済史は，以上のような初期条件に規定された。戦前では，明

治・ 大正時代の日本経済の性格を自由主義経済てあったとは誰も考えないであ

ろう 。昭和に入り ，準戦時経済から戦時経済への移行は，まさに統制経済の展

開過程であ った。戦後，経済復興期を経た高度経済成長期においても ，目本経

済は，戦時のような統制経済ではなかったけれと ，自由主義経済であるとはと

てもいえなかった 。

　（２）戦前の日本の産業 ・通商政策

　戦前の日本経済の発展は，明治維新以来，後進国から中進国への過程であり
，

日本経済は開発途上国であ った。したが って，政府の民間経済への過度の介入

は， ケインズ的政策のように市場に対して中立的な政府の介入といったような

生易しいものではなかったし，発展途上経済としては，これは不可避なことで

あっ た。

　目本の関税の歴史は，嘉永６（１８５３）年のペリー海軍准将の浦賀来航による

開国要求によっ て開始された。即ち，安政５（１８５８）年の英 ・米 ・仏 ・露 ・蘭
　　　　　　　　　　　　１１）
の五カ国修好通商条約の締結，慶応２（１８６６）年の改税約書の締結に始まる

。

しかし，日本が完全なる関税自主権を獲得するのは，「産業革命の進行と二大

戦争を必要とした。周知の如く治外法権及び税権の一部が依復されたのは，目

清戦役後の明治３２年であり ，完全なる関税自主権を獲得したのは，日露戦争後
　　　　　　　　１２）
の明治４４年であ った」。 これは，主に軍事力が物をいった帝国主義の最盛期に

おいて，欧米列強が目本の軍事力を認めたからであろう 。

（ｉ）明治中期までの綿糸紡績業を中心とした保護育成政策

　Ｌｏｃｋｗｏｏｄ〔１３〕によれぱ，１８９９年の関税自主権回復後の目本は，ｒ公然と
　　　　　　　　　　１３）
産業保護政策に乗出した」。「関税の防壁なき産業の保護育成。それは日本資本

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２）
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主義の成長期に課せられた井１ｊ疎の道

　　　１４）
であ った」

　それでは，関税防壁なき以前の ，

即ち，１８９９年の関税自主権獲得まで

の産業の保護育成はどのようにおこ

なわれたのか 。

　日本の軽工業は１９００年以前の自由

貿易下で輸入代替化をほぽ完了し ，

そして，重化学工業（金属 ・金属製

品工業，機械工業　　以上か重工業

それに化学工業の三業種）の発足とそ

の輸入代替化は関税保護の下でおこ
　　　　　　　　　１５）
なわれたといわれる 。

　明治初期（明治元年～１０年）の貿易

の大宗は，輸出品としては生糸と製

茶であり ，表１ －６のように輸入品

としては綿糸および砂糖であ った 。

したが って，当然明治政府はこの４

商品に関心を持ったのはいうまでも

ない。しかしながら，この時期の貿

易は微々たるものであり ，巨額の入

超になり ，正貨の流出がつづいた 。

そして，明治１０年にな っても ，輸出

額の９４％，輸入額の９５％が外国商館

の手を通じておこなわれていたので

ある。それ故，当時の貿易振興政策

の中心は，外国商人の手より日本の

商人の手に商権を奪回することであ
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った。当時の内務卿大久保利通は，殖産興業政策の代表的推進者であ ったこと

はよく知られている。殖産興業政策についてはすでに多くの研究があるげれど
，

それは，明治新政府が，日本の資本主義化を強行的に促進するために採用され

た， 全ての生産部門から流通部門に亙る産業保護育成政策であり ，今日いうと

ころの産業政策であ った 。

　殖産興業政策の一環としての貿易振興政策の中心はつぎのようなものであ
っ

た。

　０　海外市場への日本商品の宣伝及び海外市場の調査（万国博覧会への出品な

ど）。

　　　海外試売 ：内務省勧業寮が生糸，茶などの主要生産物の米 ・英 ・仏 ・

露・ 独・ 印・ 中などへの試売 。

　　　民間業者への保護 ・奨励。明治政府は種々なる便宜 ・保護を諸会杜に与

えて直輸出政策を誘抜した。明治９年米国への直輸出の鴨失は，生糸のそれで

あっ た。

　　　輸入品防遇のため国内産業の保護育成 。

　勧商局は生糸直輸出奨励の目的で，関根製糸場星野長太郎に貸付金を交付し

たり ，また群馬県水沼製糸所の経営者水沼長太郎と上述の星野長太郎などの生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
糸を買取って米国で直冗し利益を本人に与えている。また，明治１２年の生糸繭

茶共進会，同１４年横浜正金銀行の設立，同年の連合生糸荷預所の設置などによ

り生糸の輸出振興が図られた 。

　明治７年３月内務省勧業寮農務課に製茶掛が設置され，茶業奨励と取締がお

こなわれた。茶の輸出についても ，明治政府は，生糸と同様に貿易両面におい

てあらゆる保護と奨励を与えた 。

　「棉糖２品」は上述した表ｕ－６に明示されているように当時の輸入品の主要

なものであ った 。

　国産綿糸と輸入綿糸は価格比についていうなら，輸入綿糸は国産綿糸に比べ

て大体去くらい廉価であ った。関税自主権か未だない時期にあ って，保護関税

でもっ て外国綿糸の輸入を防止することは不可能であ った。そのため，洋綿輸

　　　　　　　　　　　　　　　　（９４）
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表ト７　政府助成による紡績工場の設立

（糖　　別） （所名） （所在県名）（開業年度） （錘数） （職工数） （原動力） （同馬力）

官設模範工場 広島紡績所 広島 明１３ ２， ０００ １０１

水力
２５

愛知　 〃 愛知
１４ ２， ０００ ８３

水力
３０

紡績機械年賦払 玉島　 〃 岡山
１５ ４， Ｏ００ ２０７

汽力
２０

下　　工　　場
市川　 〃 山梨

１５ ２， ０００ ４６

水力
３０

三重　 〃 三重
１５ ２， ０００ １０２

水力
３０

下村　 〃 岡山
１６ ２， ０００ ５８

汽力
５４

豊井　 〃 奈良
１６ ２， ０００ ４８

水力
３０

島田　 〃 静岡
１７ ２， ０００ ４８

水力
３０

長崎　 〃 長崎
１７ ２， ０００ ８８

汽力
２２

下野　 〃 栃木
１８ ２， ０００ ９９

水力
６５

遠州二俣 〃 静岡
１８ ２， ０００ １０１

水力
３６

紡績機械の代金 桑原　 〃 大阪
１６ ２， ０００ ８０

水力
１８

立替払工場 宮城　 〃 宮城
１６ ２， ０００

一 水力
４０

名古屋 〃 愛知
１８ ４， ０００ １０８

汽力
８３

（そ　の　他） 姫路　 〃 兵庫
１１ ２， ０００ 水力

１５

一 汽力
１２

渋谷　 〃 大阪
１３ ３， ０００ １５０

汽力
２０

岡山　 〃 岡山
１５ ２， Ｏ００ １３８

汽力
２０

（出所）通商産業省編ｒ商工政策史』第５巻，ｐ
．２２８

。

入の激増と国内綿業は衰退した。明治１１年政府は輸入防遇のため英国マ１／チ ェ
　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
スターより２千錘紡績機２組を購入し，愛知及ひ広島に官営紡績所を設立した 。

政府助成によっ て設立された紡績工場は表ｎ－７のごとくである。また，外国

製品の駆逐という主旨で，明治１３年大阪において綿糖共進会が開催された 。

　明治８～１１年砂糖消費高３億５千万余斤のうち，国内産の１億１千余万斤に

比して，輸入は２億４千万近くの巨額に達していた。そのため，甘庶栽培の誘

導， 機械制生産の採用などで棉糸と同様に，強力な保護政策がとられた 。

　明治初期の後進国的状況下の私的資本の蓄積の程度ては，大工業，鉱山業の

確立，鉄道 ・電信及び電話などの近代的な交通 ・通信手段を担当する資本家的

企業を多数創設することは不可能てあり ，国家資本か重要な役割を演じるのは

不可避なことであ った 。

　明治２０年頃まて ，「鉄道 ・海運及ぴ紡績業の三部門の企業に対する保護」か

とくに，日本鉄道会杜，三菱及び綿糸紡績諸会杜に対する保護が産業政策の重

　　　　　　　　　　　　　　　　（９５）
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要な内容であ った 。

　日本鉄道会杜は，２千万円の華族資本によっ て明治１４年８月設立された。政

府は，官有地の無代貸下げ，民有地は一旦公有地として買上げ会杜に払下げ
，

収益率が年８分以下になる時は，東夙一仙台間は１Ｏカ年間，仙台一青森間は１５

カ年間政府よりその不足分の補助，鉄道の建設には，工部省がこれに当るなど ，

資金 ・技術 ・経営などあらゆる面に援助を与えた 。

　明治８～１６年の間に，三菱汽船会杜に与えられた助成金 ・貸下金 ・下渡し船

代価等を合計すれは８００万円以上に上り ，そのうち約３９０万円の助成金は返済を

必要とせず，貸下金も無利子かあるいは２ ・３～５分の低利であ った 。

　政府の三菱に対するこのような手厚い保護に対して批判が激しくな ってくる

のは当然のことであ った 。

　綿糸紡績については，上述した愛知紡績所（明治１４年）及ぴ広島紡績所（明治

１５年）が，官業のモデルエ場として設立され，後に民間に払下げられた。明治

１５年華士族授産金をもっ て２千錘の紡績機械を１０基英国から購入し，希望者に

１Ｏ年間無利子の年賦で払下げた。また，同１３～１４年に，桑原紡績所，官城紡績

会杜の設立の折に機械購入資金を貸下げた。同期間に，機械購入資金として綿

糸紡績業者に貸与した補助金は３５万円で，その後各工場は経営困難に直面し ，

年賦償還金の返済は遅延し，延納の請願などあり ，明治１９年には，償還残高１４
　　　　　　　　１８）
万円を棄損に付した 。

　日本最初の紡績工場は，慶応３（１８６７）年の鹿児島紡績所であ った。島津家

は， 明治３（１８７０）年に英国製 ミュール２千錘を備える紡績工場を堺に創設し

た。 そして，木綿問屋鹿島万平は元治元（１８６４）年に紡績工場を設立を企図し
，

英国製紡績機械を購入し，明治５（１８７２）年に，東思府下の瀧野川にて創業し

た。 水車一台 ・水量機　台 ・打棉機　台 ・硫条機二台 ・練条機　台 ・粗紡機三

台・ 精紡機四台（リソク　フレーム 機，一台１４４錘，合計５７６錘）及ぴ懸枠機　台を

装置し，職工３０名を雇用し，主に三河棉を原料とし，太糸を紡出して，東思鹿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）島商店を通じて仙台 ・福島 ・大和 ・信濃等の諸地方に販売した 。

　しかしなから，近代的紡績工場の新設は，明治６～１１年の間，以上の三紡績

　　　　　　　　　　　　　　　　（９６）



　　準市場経済（Ｑｕａｓ１Ｍａｒｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘク■ヤー・オリー■　モテルの限界（下）９７

所の６，２１６錘にとどまっ ている 。

　明治１２（１８７９）年，姫路藩士田村九一が兵庫県から２万５千円の融資を得て

英国製 ミュー ル２千錘の姫路紡績所を創業した 。

　明治１３（１８８０）年，大阪府の融資を受けて，大阪の堂島に３千錘の滋谷紡績

所が完成した 。

　明治１４（１８８１）年に中央政府は，上述したように，官営モデルエ場として ，

英国製２千錘紡績機二基を購入し，棉作地である愛知県の額田郡大平村に愛知

紡績所を，そして，同年広島紡績所を完成，同１５年に民間に払下げた。さらに ，

官城紡績所（明治１７年），名古屋紡績所（明治１８年）が設立された。とにかく ，

政府直接の保護の下で設立された綿糸紡績工場は１２工場に及ぴ，日本の紡績業

を一新させた 。

　とくに特筆すへきことは，このように政府の保護の下で設立された紡績工場

と異な って，大阪紡績会杜（明治１２年）は，渋沢栄一 藤田伝三郎，大倉喜八

郎， 益田孝なと民間の人々によっ て創設され，資本金は２８万円，英国製紡績機

１万５百錘，使用職工数３２２人で，同年１３年に増資し，合計３万１千３百２＋

錘を装備する工場になり ，成功した 。

　やはり ，渋沢栄一そして伊藤伝七等によっ て資本金２２万円 ，１Ｏ，４４０錘の三重

紡績会杜が明治１９（１８８６）年四日市に完成した
。

　明治２０（１８８７）年から２３（１８９０）年にかけてそれぞれ，１Ｏ，５００から３０，ＯＯＯ錘

を備える ，鐘ケ淵など１Ｏ数杜の工場ができ，日本の紡績業は飛躍的な発展を遂

げる 。

（ｉｉ）棉花輸入税及ぴ綿糸輸出関税の撤廃運動

　棉花輸入税及び綿糸輸出税は，明治初期以来，財政収入の増加と国内農業の

保護育成を目的としたものであ った 。

　『興業意見』は，「本邦産棉」を紡績用原棉とすることによっ て， 民間紡績業

の保護育成としている 。

　日本の紡績業の飛躍的な発展は，政府の手厚い保護育成と民間の力て設立さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（９７）
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表皿 一８　連合各紡績会杜原棉消費高

明治２２年 全　　２３年 全　２４年 全　２５年

数　量 百分率 数　量 百分率 数　量 百分率 数　量 百分率
斤 斤 斤 斤

日本棉
６， ３４２ ，０４２ ２４ ，６ ５， ８３５，９４２ １４ ，３ ７， ２０６，０９５ １３，５ ５， ５１０，８００ ８， ２

支那棉
１７，５８７，１３２ ６８，２ ２５，８１４ ，７０６ ６３ ，１ ２１ ，４５３，３４９ ４０，２ ２０，４２９，４００ ３０ ，５

印度棉
１， ８２３，４５５ ７， １ ７， ７４４ ，５７６ １８ ，９ ２０，５８６，７３１ ３８ ，６ ３２，６１２，２００ ４８，７

米国棉
３３，８２２ ０， １

１， ５０７，０９０ ３，
７

４， ０９１ ，７８２ ７， ７ ８， ４７８，９００ １２ ，６

合　計
２５，７８６ ，４５１ １００，０ ４０，９０２，３１４ １００ ，０ ５３，２９７，９５７ １００，０ ６７ ，０３１ ，３００ １００，Ｏ

（出所）名和統一著［日本紡績業の史的分析」１２５頁。通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ．４５３より 。

れた大阪紡績会杜の好成績によっ てもたらされた。明治２３（１８９０）年の恐慌を

契機に，日本の綿糸の海外輸出がはじまっ た。 明治２０年代末葉以前において ，

一方では為替金融の道は開けず，他方で，財政収入と国内農業保護を目的とし

た綿糸輸出税と綿花輸入税等が課せられ，輸出綿業にとっ て大きな足かせであ
　２０）

つた 。

　棉花輸入税と綿糸輸出税の撤廃について核心的部分だげをみておこう 。

　綿糸輸出高は，明治２６（１８９３）年の３０余万斤から同２７（１８９４）年には３５３万余

　　　　　　　　　　　　　２１）
斤と一年間で１０倍強に激増した。明治２３年の日本の綿糸紡績糸生産高は５１３万

貫に達し，綿糸輸入局５１０万貫を上回った 。

　綿糸紡績業は，最初は国産棉を使用していたが，より廉価な原棉を求めて ，

その後中国棉になりそしてインド棉に転換した（表皿 一８）。

　棉花の輸入税は，慶応年間の「関税約書」によっ て， 実綿は従価５分，繰綿

従量税１００斤当３９銭８厘が賦課された。これは，国産棉花の保護関税の役割を

果した。しかし，紡績業者の国産棉から外国棉への転換によっ て， 外国棉花輸

入への課税は，紡績業の発展への一つの障害にな ってきた 。

　輸入綿糸は，明治２０年頃からインドのボンベイ糸が多くな ってきており（表

皿一８），これと競争しなければならない日本の綿糸の原棉は，イント棉と中国

棉に依存していたから，棉花輸入税は，目本の紡績業にとっ ては重い負担にな

ってきた。外国棉花は、１００斤３５銭（実棉），ないし３９銭８厘（繰綿）の輸入税
　　　　　　２２）
がかかっていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９８）
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　明治１９（１８８６）年以降輸入棉花税撤廃運動か拾頭し，日本紡績同業組合会は

明治２１年棉花輸入税の廃止を決議し，政府に請願運動を展開する。そして，明

治２３年恐慌を契機に棉花輸入税の撤廃が紡績業者の切実な要求とな った。明治

２５年１２月８日自由党及ぴ改進党と他団体によっ て棉花輸入税免除法律案か衆議
　　　　　　　　　　　２３）
院の第４議会に提出された 。

　紡績連合会を中心とした棉花輸入税撤廃運動に対して，大日本農会は国内棉

作保護の立場から棉花輸入税免除に強く反対し，明治２６年１２月反対意見を公表
　２４）

した。その一部を引用しておこう 。

　　凡ソー国ノ 物産ニシテ国家 ノ経済二多少 ノ関係ナキモノアラサルヘシト難

　　 モ， 就中其国 ノ独立二関スルモノ及其国家経済 ノ基礎 二関スルモノニ 至リ

　　テハ 国家ハ氷遠 ノ目途ヲ定 メテ之ヲ 保護スルノ 方途ヲ謬ルヘカラス。若

　　 ：！之ヲ謬ラストセハ其物産 ノ独立発達二害 ヲ加 フヘカラサルハ理ノ 最モ親

　　易キモノタリ 。若夫 レ名 ヲー時 ノ経済現象 二托シテ偏見ヲ主張シ後日ノ 患

　　 ヲ慮ラサルカ ，若クハー部利害 ノ為二公平ヲ失シ延テ物産 ノ独立二害ヲ加

　　 フルカ如キ コトアラハ 国家ハ勉メテ之カ排除 ノ方策ヲ厳ニセサルヘカラ

　　 ス。 況ンヤ其事，海外トノ 関係アルモノナランカ ，一旦事ヲ誤ルトキハ国

　　家 ノ独立ヲ損シ国家経済上千万歳 ノ長計ヲ謬リ ，後来智者出ルト雄モ亦如

　　何トモスルコト能ハサル ニ至ラソトス。豊深考熟慮以テ事二従ハスシテ可

　　ナランヤ 。

　しかし，明治２９（１８９６）年１月開会の第９議会で政府は棉花輸入税免除法律

案を提出し，衆議院と貴族院で可決された。そして，棉花輸入税の撤廃は明治

２９年４月１日から実施された。「これによっ てわが綿糸紡績業は英印糸と清韓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
市場で競争するに足るだげの十分な余裕を得るようにな った」

　政府は明治２６年５月の第５議会で自ら綿糸輸出税免除法律案を提出 ，１２月１５

日衆議院で可決し，貴族院に回付されたか，議会解散により審議末了とな った 。

それで，政府は再び同２７年５月の第６議会に同法案を提出し，両院において可

決されたので，同２７年７月１日から綿糸輸出税は免除された。表ｎ－９のよう

に， 綿糸輸出税額は問題にならぬほど少額であ ったので，棉花輸入税よりさき

　　　　　　　　　　　　　　　　（９９）



　１００　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

に免除された。ちなみに，表皿 一１０によ　　　　表Ｉ －９ 綿糸輸出税額

って日清戦争前の輸出入額をあげておこ　　年　次　綿糸輸出額　綿糸輪出税額

う。 綿糸輸出高は明治２６年の３０余万斤か　　明治２３年　　
２・ ３６４円　　　 １１８円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４年　　７．８７３　　　　３９３
ら同２７年には　躍３５３万余斤に増大した　　　　２５年　　 ７． ７２０　　　　 ３８６

ことは上述した。　　　　　　　　　　　　　
２６年　　 ５９’１７６　　　

３’ ２８２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）［大日本帝国議△誌」第２巻　１５７８～７９頁
　明治３３（１９００）年頃には，綿糸紡績業　　　 により作成。通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７８より引用 。

では，近代資本家的な工場生産が支配的な形態
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表ト１０　日清戦争前後の
とな った・日露戦争（１９０４年・明治３７年）後は，　　　　　　輸出入額

近代的な紡績会杜が，一方では，国内市場をほ　　　　　　　　　
（単位１ ’０００円）

陵完全に掌握し，他方で，東洋の植民地市場に

有力な地位を占めた 。

　製糸業は，「もっとも重要な輸出産業」とし

て考えられていた。したが って，直接 ・問接の

手厚し保護育成の政策かとられたことはいうま

でもない。明治１４（１８８１）年頃から明治３３

（１６００）年にいたる明治中期においてとられた

主要な政策は，（１）横浜正金銀行の設立と蚕糸

貿易金融の援助　（２）生糸荷預所問題の紛糾と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）東洋径済新報杜編［明治大正国
政府の援助　（３）「生糸検査所法」の公布　（４）　　　 勢総覧」にょる。通商産業省編
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）　　　　　　　　〔５０〕第５巻，ｐ．２８３より引用し作
「生糸直輸出奨励法」の公布などであ った。　　　　　 成。

年　次 輸出額 輸入額

明治１８年 ３７，１４６ ２９，３５６

１９ ４８，８７６ ３２，１６８

２０ ５２，４０７ ４４ ，３０４

２１ ６５ ，７０５ ６５，４５５

２２ ７０，０６０ ６６，１０３

２３ ５６，６０３ ８１ ，７２８

２４ ７９，５２７ ６２，９２７

２５ ９１ ，１０２ ７１ ，３２６

２６ ８９，７１２ ８８，２５７

２７ １１３，２４６ １１７，４８１

２８ １３５，１１２ １２９，２６０

２９ １１７，８４２ １７１ ，６７４

３０ １６３，１３５ ２１９，３００

固　輸入代替産業の一例

　イギリスの産業革命は，「鋳鉄の時代」であるといわれている。何故なら ，

イキリス産業革命の技術進歩の中核をなした機械工業の基礎をなしたほとんど

の部分品には鋳鉄が使用されていたからである 。

　明治日本の鋳物業は，鉱業の発展と都市のインフラストラクチャー整備との

関連で発展してきた。目本において，機械工業の基盤としての機械鋳物を主体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
に展開するようになるのは日清 ・目露戦争以降のことである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１ＯＯ）



　　準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍａ【ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘク！ヤー・オリーノ　モテルの限界（下）１０１

　市川孝正「輸入代替工業化の過程とその担い手　　鋳鉄管工業の場合　　」

は， 日本の鋳物業は，すべての主要資材を外国に依存して出発したが，約３０年

間て外国に依存しない自前の技術を開発し，輸入代替が成功して完全に自立し
　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
た産業に成長したことを分析している。このように鋳鉄管工業の発展過程は ，

日本の工業化の特質をよく体現している 。

　近代鋳鉄管工業の発展過程では，「国益を優先し，わが国工業の自立を目指
２９）

す」遠武秀行，田中長兵衛，久保田権四郎などの旺盛な企業家活動の成果に大

きく負 っているのである 。

肘　関税自主権回復後（１８９９年以来１９３０年初めまでの保護貿易政策）

　この時期の政府の産業保護育成政策については多く議論されており ，日本の

重工業が政府から何らの支援なしに自生的に発展したというような人はおそら

くいないであろう 。詳細なことを知るためには，たとえぼ，通商産業省編『商

工政策史』（全２５巻）をみれぼよい。それ故，ここでは，極く簡単にこの時期の

関税政策を中心とした産業 ・通商政策を観察するにとどめる 。

　日本の重工業化は，関税自主権回復以後の保護貿易の下で進められた。この

時期は，また，重工業の第一次輸入代替期であ った 。

　日本の政府は工業化を進めるためにいろいろの政策手続を使用した。関税は ，

保護貿易政策の主要な正統的な手段であるが，日本政府は，関税以外に，輸入

数量制限，産業補助金，直接政府援助，政府による国産品優先購入，国産奨励

運動，輸出振興政策等 々の手段に訴えた。これらの政策は，関税とともに，日

本の工業化に果した貢献は大きい。しかし，以下では，この時期の関税政策以

外の産業保護育成の諸政策については非常に重要ではあるけれど言及せず，保

護貿易政策の主要な手段であるとされる関税政策について主に観察しておこう 。

　１８９９年１月１日から，１８９７年３月に制定された関税定率法が実施された。し

かし，明治４４（１９１１）年の関税自主権が完全に回復されるまで，固定税率の変

更には６ヵ月前に通告するなど片務的なものであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）　図皿 一１は，明治元年以釆の日本の関税負担率，有税関税負担率を，また図

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０１）



１０２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

卜２と図皿 一３は，産業別

平均関税率の推移と用途別

平均関税率の推移を示した

ものである 。

　第一期（１８６８～１８９８年）

　この時期は，不平等条約

の五カ国修好通商条約と改

税約書の締結に始まる。こ

の期間の税率は一律５％と

一方的に低く抑えられてい

た。 したがって，関税は日

　　　　　　　　　　　　軸
本産業を保護する道具にな　鞘

　　　　　　　　　　　　Ｑ
らなかった。それ故，政府　餅
　　　　　　　　　　　　理
は弱小産業保護のため関税　皿
　　　　　　　　　　　　渥
政策以外の各種の政策手続　認　・Ｅ…三至…］＼

を開発した。なお，関税負

担率も有税負担率も５％以

下であ った 。

　第二期（１８９９～１９０５年）

　関税負担率は７％台で ，

関税定率法による税率は金 ，

銀， 米， 羊毛などは無税 ，

原料品は５％，半製品１０％ ，

完成品は１５～２０％であ った 。

有税品関税負担率は約１５％ 。

　１８９９年に新たに制定され

た関税定率法によっ て保護

関税体系か整備され，多く
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　準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍ砒ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘク！ヤー・オリー■　モテルの限界（下）１０３

図皿一３　用途別平均関税率の推移　　　　　図卜２　産業別平均関税率の推移
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１８９３９８１９０３０８１３１８２４２８３３３８

　　　（出所）山澤逸平〔５７〕ｐ ．１５２

（％）

７０

６０

５０

４０
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１０

消費財！

　＼！
　　１

　食料品

　／資本財」中間財ｕ

、
■、ク／＼払／　＼
　　中間財Ｉ　　　　 、原料

１８９３９８１９０３０８１３１８２４２８３３３８

　　　（出所）山澤逸平〔５７〕ｐ ．１５３ ．

の工業原料は無税とされ，加工貿易体制が確立された 。

　第二期（１９０６～１９１０年）

　日露戦役後，日本の工業化は進展する。関税定率法の全面改正がおこなわれ ，

関税負担率は約９％引上げられる 。

　第四期（１９１１～１９２５年）

　明治４４（１９１１）年，関税自主権の完全回復がやっと果たされた。全面的改正

かおこなわれた関税定率法ては，従量税を主として，原料は低く ，製品に高い

関税体系によっ て国内産業を保護すると同時に財政収入の確保が企図された 。

その結果，関税水準はかなり上昇した 。

　「綿織物 ・毛織物 ・精製糖 ・小麦粉 ・ガラス ・洋紙などは輸入品への対抗を
　　　　　　　　　　　　　　３１）
強め，国産化が著しく促進された」。

　「重工業部門では，すでに多少とも国産化の進行をみていた鉄道 レール ・機

関車 ・汽船 ・電気機械 ・時計が，税率の引き上げによっ て保護を受けることに
　　３２）
なっ た」

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０３）



　１０４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

　ｒ紡績機械をはじめとする各種産業機械や工作機械については，国産化達成

の見込みが立たず，当面関税による保護の効果を期待できない状態にあ ったた
　　　　　　　　　　　　　３３）
め， １５％の低率にととめられた」 。

　有税関税負担率は，明治４４（１９１１）年の１５％から大正元（１９１２）年には

１８．６％に上昇する 。大正２（１９１３）年には，関税収入に占める関税収入の割合

は１５．７％と最高水準に到達する 。

　この時期にようやく工業の農業に対する比重がよくやく優位を占めるように

なり ，これに対応して，大正１４（１９２５）年３月３１日農商務省が廃止され，商工

省が設立された 。

　第五期（１９２６～１９４５）

　第一次大戦（１９１４～１９１８年）後，わずか数カ年の間に，新旧産業の保護，国

民生活の安定，国際収支の改善なとを目的にして，数次の関税改正かおこなわ

れた。しかし，第一次世界大戦の産業と貿易に与えた影響は大きく ，関税の全

面的改正が日程にのぽった。かくして，産業保護の観点から関税率の見直しが

おこなわれ，大正１５年（１９２６年，昭和元年）の全面改正とな った。「重要産業に

して発達途上にあるもの，及ぴ将来有望なるものに対しては外国品との競争上

関税引き上げによっ て保護を与え，事業の基礎が強固であるか，又は国内生産

豊富なもので，外国品との競争にたえうるもの及ぴ生活必要品に対しては税率
　　　　　　　　　　　　３４）
を軽減もしくは据え置くこと」 。

　１９３０年代の世界大恐慌の時代には，関税戦争が勃発する 。昭和４～１Ｏ（１９２９

～１９３５）年には，従量税物品を中心として関税が引き上げられた 。

　昭和１２（１９３７）年以降の関税政策は，関税の減免の方向に転換した 。

（３）戦後日本の産業政策

　戦前 ・戦後を通じて，産業政策は経済政策の中核的部分であ った。何故なら ，

それは，財政政策や金融政策なとの短期的性格と異なって長期的性格を持って

いたからで，欧米先進国にキャッ チ・ アッ プするという明治以来日本の念願の

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０４）



　　準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍａｒ
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超長期の目標のために存在していたからである。したが って，産業政策は財

政・ 金融 ・農業などの諸政策と並列した経済政策の一政策というものではなか

った。また，戦後多くだされたｒ経済計画」は，この産業政策の装飾品であ っ

たのではなかろうか 。

　もし，日本に産業政策がなかったら，日本は今日のように先進工業国になる

のに困難であ ったであろう 。しかし，相変らず新古典派経済学などの正統派経

済学は市場の失敗に産業政策の理論的根拠を求め，産業政策に対してそれほと

積極的意義を認めていないようにみえる。市場経済が未成熟なのに市場の失敗

を云云できるのであろうか。関税による産業保護育成の経済思想史的な根源を

求めるとすれば，Ａ．ハミルトノやＦ．リストということになろう 。古典派経済

学や新古典派経済学の貿易理論はリストなどのドイソ歴史学派の理論に比較し

て理論的には確かに精綴である 。しかし，経済理論の優劣は，究極的には，理

論が精綴であるとか精密でないとかというところだけにあるのではない。経済

理論は精密を必要とするが，経済理論の生命力は，根本的には，それが，各国

民の経済的厚生の増進に役立ってこそ発揮される 。Ａ．スミス ，Ａ．マーシャル ，

Ｊ． Ｍ． ヶインズなど偉大な経済学者達の経済理論はそうであ った。彼等は，学

派は異なるが，英国の経済学の伝統に従う道徳科学者（ｍ０・・１・・ｉ・ｎｔｉ・ｔ）であ っ

た。 経済理論は精綴だけれど一国の国民経済を分析するのに無力であ ったり ，

国民の経済的厚生（たとえば現在の日本国民にとっ て最大の災厄である土地問題）に

一向に役立たない理論とは一体何なのか。誤解のないようにい っておくが，こ

こで，われわれは，短絡的に経済理論の通俗的な効用についていっているので

はない。われわれは辻村江太郎〔４８〕が述べているように，産業政策の分析に

適用された新古典派の精綴な形式的理論に眩惑されてはならないのである 。

　後進国から中進国へ移行した戦前の開発途上国の日本にあ って，その当時の

政府は，欧米式の自由主義経済をまるまる採用することで経済自立か達成され

るとは思っていなか った 。

　戦後日本の通産省などが推進した産業通商政策は，欧米先進国にキャッ チ・

アソフ するという意味において，戦前の産業保護育成政策や保護貿易政策の延
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長であって強い連続性を持っており ，戦後日本の産業政策の原型は明治初期の
　　　　　　　　　　　　　３５）
殖産興業政策にあるのである 。

　戦後の産業政策の基本理念は，ｒ５０年代，６０年代において中進国ないし後発

先進国として出発したわが国が欧米先進諸国を急速にキャッ チ・ アッ プするた

めの枢要な手段として，産業構造政策は，産業政策体系の中で，基本的な思義

を有していた。欧米先進諸国の “今日”の姿を日本の “明日の姿”としてなぞ

りながら，生産諸要素の配分の局度化を目的指向的に進めること ，すなわち ，

産業構造の高度化，先進国化の政策が，キャッ チ・ アッ プの最も効果的な方途

であ った 。

　この目的 ヒソヨ：／が，周知のように重化学工業化の推進であ った。生産性上

昇率基準，所得弾力性基準というキャソ チ・ アヅ プの理念によっ て基礎つけら

れた重化学工業化の推進によっ て， ５０年代，６０年代を通じて，目本経済のめざ

ましい発展がなし遂げられてきた……」（昭和４６年５月産業構造審議会中問答申

『７０年代の通商産業政策』）。 通産省が十年ごとに出す通商産業政策の理念は
，

１９７０年代は「産業の知識集約化」，「産業の創造的知識集約化」が１９８０年代であ

った。１９９０年７月にだされた１９９０年代のそれは「地球時代の人間的価値の創造

へ」であ った 。

　拙論文「日本の経済発展過程の理論化をめぐる方法的諸問題」（１９８５年１２月

『立命館経済学』所収）にて，産業政策について論述した 。

　戦後日本の産業政策については，鶴田俊正『戦後日本の産業政策』（日本経済

新聞杜，昭和５７年），小宮隆太郎 ・奥野正寛 ・鈴村興太郎編『日本の産業政策』

（東京大学出版会，１９８４年）などがあるが，どのような理由からか戦前目本の産

業政策との連関性や連続性には言及がない。チャーマズ ・ジ ヨンソン『通産省

と日本の奇跡』（ＴＢＳブリタニカ ，１９８２年）は，戦前日本の通産政策について議

論しているが，どうした根拠故か，戦前の産業政策の始まりを大正１４（１９２５）

年の商工省の設立に置いている。戦後の目本の産業政策については，われわれ

は上記の諸業績とともに，最近刊行されだした通商産業省通商産業政策史編纂

委員会編『通商産業政策史』（全１７巻）によっ てその詳細に知ることができるし ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６）
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できるようになろう 。われわれの目下の目的にとっ ては，産業政策の歴史を専

門的に微に入り細に入り研究することに興味はなくて，産業政策史を媒介にし

て， 明治以来の政府と民間経済との関係がどのようなものであったかを調べた

いだけである。講座派的通説に反援するあまり日本の経済体制は明治以来　貫

して新古典派型経済であ ったとする見解があるが，日本の経済システムは，勿

論， 計画経済や統制経済でもないし，欧米型の新古典派型市場経済システムで

も， ケイノズ型の混合経済でもなく ，量的に表現すれば，欧米型市場経済によ

り接近したそれの音ぐらいのところの経済システムであり ，小野進〔３７〕の

１１２頁の図Ｉ－１で明示したように，政治権力の集中度も西欧型の政治システム

より高く（しかし，このことは日本政治に最高の意思決定を下す中枢か存在しないと

いうことと矛盾しない。日本杜会の権力構造の特徴は，いわは，権力中枢なき高い権力

集中度というべきであろう），欧米型のような市場 メカニ ズムが作動している訳

ではなく ，私のいう「準市場経済」体制である。このことを，ある側面から確

証しておきたいから日本の通産政策に関心があるのである。この視点から，戦

後日本の産業政策形成期の特色を極く簡単に跡付けておこう 。

　戦後の日本経済は，中進国から先進国への発展過程であ った。日本はついさ

きほどまでは発展途上国であったのである。したが って，日本経済は開発経済

学の対象として観察した方が分かり易い。先進国にな ったのは１９７０年代の後半

から１９８０年頃であろう 。１９８５年９月の「プラザ合意」（Ｇ５）で日本は文字通

り先進経済国として国際的に認知られたと思われる 。

　昭和２０年代の経済復興期に採用された産業政策は石炭と鉄鋼を中軸とする傾

斜生産方式である 。

　昭和２１年１２月２４日の傾斜生産方式による生産再開政策閣議決定，昭和２２年復

興金融金庫設立，昭和２４（１９４９）年の外国為替 ・外国貿場管理法，同２５年の外

資法（５月），日本輸出銀行設立（１２月），輸出貿易管理令（１２月），昭和２６

（１９５１）年日本開発銀行設立（４月），昭和２７（１９５２）年復興金融公庫解散（１月）。

日本開発銀行は，電力，鉄鋼，石炭，肥料，海運などの基幹産業に産業資金を

供給し，ｒ為替管理法」とｒ外資法」は「原則禁止，例外自由」であり ，為替
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や資本の取引に関して官庁の強い管理下に置かれた
。

　ガ ヅトヘの加入への準備と国内産業の保護の見地から ，昭和２６（１９５１）年関

税率の大改正がおこなわれた。この改正の特徴の一つは，従量税が従価税に転

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）換され，日本の関税政策史上はじめて関税政策本来の機能を回復した」とされ

る。

　鶴田俊正〔４９〕によれば，戦後の産業の保護育成政策の重要なものは ，（１）

国家資金の再編 ・整備が行われ，杜会的間接資本の整備と重化学工業に対する

長期資金の供給体制，「傾斜金融」構造が整備されたこと ，（２）「傾斜減税」制

度が導入され「利潤の費用化」が促進されたこと ，（３）「企業合理化促進法」

に基づき多くの重化学工業が「合理化促進法」の適用業種として指定され，こ

れらの産業には初年度に取得価額の５０％の特別償却が認められたこと ，（４）産

業合理化の指針ともいうべき重要産業ごとの合理化計画と個別産業の育成政策

が展開されたこと ，（５）独禁法が改正され，企業間，産業間の結合が容易にな

ったことなどがあげられる，としている 。

　ここにあげられている「傾斜金融」制度と「傾斜減税」制度は，戦後の産業

の保護育成政策の中心的な環であった。戦後日本の急速な重化学工業化は，こ

のような育成政策の所産であったといえよう 。

　上述したように，１９５０年１２別こ日本輸出銀行の設立（５２年４月に日本輸出入銀

行と改称）また「長期資金の供給を行う」ことを目的にした日本開発銀行が５１

年４月に設立され，１９５０年前半に多くの政府系金融機関が誕生し，重化学工業

に国家資金を体系的に金融するシステムが形成された 。

　１９５１年の特定の機械設備等についての３年間５０％増の特別償却制度，一部利

益の損金算入を認めた５１年の価格変動準備金制度，初年度に取得価額の５０％の

償却を認めるなどした１９５２年３月に制定された「企業合理化促進法」，その他

貸倒準備金，輸出所得控除，輸出損失準準金などの特別措置が制定された。こ

の「傾斜減免制度」によっ て， 名目上の法人税率は４２％であ っても ，企業の実
　　　　　　　　　　　　　　３７）
効税率は２０％であったといわれる 。

　なお，１９５２年１１月の外航船腹拡充４カ年計画，５４年６月の「硫安工業合理化
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臨時措置法」，５５年８月の「石炭鉱業合理化臨時措置法」，５５年６月の「機械工

業設備臨時措置法」，５７年の「電子工業振興臨時措置法」など多くの産業育成

の法律ができた 。

　１９５０年代後半から，個別産業の育成政策がとられ，大企業には日本開発銀行

の融資か中小企業には中小企業金融公庫融資か適用され，戦略産業に政府資金

が重点的に配分されるようにな った。当時，日本の機械工業，電子工業，石油

化学工業は幼稚産業であ った 。

　戦後の産業政策の基本的立場は企業規模の拡大こそ日本経済の国際競争力を

強化するということであ った 。

　１９６０年代末に産業政策に転機が訪れ，７０年代の「知識集約化構想」にな って

いく 。

　　１）一例としてゲームの理論の適用があげられよう 。新古典派経済学，ケインズ経

　　　済学，新オーストリア学派，ネオ ・リカー ディアソなどの既成の各種のパラダイ

　　　 ムとは別の日本や東洋の経済杜会に合ったパラダイムに基礎を置く日本独自の経

　　　済学を定立することが日本の経済学者に課せられたもっとも重要な根本問題では

　　　なかろうか 。

　　２）　日本では，多くの人 々にとっ ては，自由主義とは勝手主義ぐらいの理解で，そ

　　　の工一トスはまだ十分身についているとはいい難い。儒教に至 っては，さらに

　　　「男女七歳にして席を同じくせず」とか「弟子は三尺下が って師の影を踏まず」

　　　という類の誤解にもとづく通俗的な理解の域をでていない。両者とも ，日本の固

　　　有の思想でないからという理由で理念とすることに反対する人がいることが予想

　　　される。しかしながら，（ａ）理念はある意味で，£ｃｔｉＯｎである 。（ｂ）日本文化は ，

　　　徳川時代には，儒教によっ て， 明治以降は，西欧思想によっ て洗練されて，自由

　　　主義と儒教主義が融合していると考えられるなら，私のこのような見地も現実的

　　　かつ合理的であろう 。

　　３）　この点については，奥村宏氏の好論文「正当化できないｒ系列」の合理化」

　　　（『エコノミスト』１９９０年７月１０日号所収）を参照されたし 。

　　４）岡田与好〔２７〕ｐ．２２ 。

５）宮本又次〔１９〕ｐ．３９５ ．

６）宮本又次〔１９〕ｐｐ．３９６－９７ ．

７）宮本又次〔１９〕ｐ．４０４ ．

８）宮本又次〔１９〕ｐ．４０７ 。

（１０９）
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　岡田与好〔２７〕ｐｐ．３４－３５
。

　梅村又次 ・中村隆英編〔５３〕ｐ．２６５ ．

　１９５４年（安政元年）に不平等条約の「日米和親条約」の締結，この神奈川条約

につづく１８５６年のｒ日米修好通商条約」もやはり開港場の租界，日本側に自主権

のない関税制度，治外法権を内容とする不平等条約であ った。居留地の借地権と

土地所有権は永久の権利であ ったが，昭和１７（１９４２）年にな ってやっと撤廃され

た。 この不平等条約が完全に撤廃されるまで何んと８８年間かかった 。

　もし，１９６０年の日米安全保障条約を不平等条約と理解すれぱ，日本は，１８５４

年の開国以来，完全た独立国として存在したのはわずか３年であ った。しかし ，

これは皮肉なことに，崩壊寸前の束の間の独立であ った 。

　土屋喬雄 ・岡崎三郎〔４７〕ｐ．１９６ ．

　Ｌｏｃｋｗｏｏｄ〔１３〕Ｐ．５３９，邦訳（下）Ｐ．７０５ 。

　土屋喬雄 ・岡崎三郎〔４７〕ｐ．１９６ 。

　山澤逸平〔５７〕ｐ１５２
。

　土屋喬雄 ・岡崎三郎〔４７〕ｐｐ．１８６－８７ 。

　土屋喬雄 ・岡崎三郎〔４７〕ｐ．１５８ 。

　土屋喬雄 ・岡崎三郎〔４７〕ｐ．２６４ 。

　土屋喬雄 ・岡崎三郎〔４７〕ｐ．２６８ 。

　通商産業省編〔５０〕第１５巻，ｐ
．１７６

。

　通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ．４７８ 。

　通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ．４５４

　通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ．４６６。この問の詳細な事情については当該書の

ｐｐ．４５２－８１を見よ 。

　通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ．４７２ 。

　通商産業省編〔５０〕第５巻，ｐ．４８１。

　通商産業省編〔５０〕第１５巻，ｐｐ．２１６～２２２を見よ 。なお，その他の保護 ・育成

政策については，ｐｐ．２２４－２２８が参考になる。また同編〔５０〕第５巻，ｐｐ
３３８－３５５をも参照のこと

。

　尾高煙之助 ・山本有造編〔２９〕ｐｐ．２３６－３７ 。

　尾高煙之助 ・山本有造編〔２９〕

　尾高煙之助 ・山本有造編〔２９〕ｐ．２４７ 。

　大山鋼明〔２６〕ｐｐ．８６－８７。以下の時期区分はこの文献のようにしたがった 。

　通商産業省編〔５０〕第１ ・２巻，ｐ．６６ 。

　通商産業省編〔５０〕第１ ・２巻，ｐ．６６ 。

　通商産業省編〔５０〕第１ ・２巻，ｐ．６７ 。

　通商産業省編〔５０〕第１ ・２巻，ｐ
．１２０

。
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３５）小野進〔３２〕ｐ．８１を見よ 。

３６）鶴田俊正〔４９〕ｐ．３７ ．

３７）鶴田俊正〔４９〕ｐ．４７ 。

皿　ヘクシャー・オリーン ・モデルの限界

　諸国民は私的利益が国民的利益に従属せしめられた所や諸世代が同一の目標に向

って努力した所においてのみ生産諸力の調和的発展を遂げ，私的産業は同時代に生

存する諸個人および相連続する諸世代が共通の目標に向って協力するのでなけれぼ

ほとんど繁栄しない 。

　　　　　　フリードリッヒ ・リスト『政治経済学の国民的体系』（１８４１年）

　その場合資本主義というのは，いうまでもなく ，近代資本主義のことである。何

故ならば，ここで論じようとするものが専らそのような西 ヨーロッバ及びアメリカ

の資本主義であることは，問題の立て方に照らして自明なことだからである 。「資

本主義」は中国にも ，インドにも ，バビ ロソにも ，また古代にも中世にも存在した 。

しかし，それらの資本主義は独自な工一トスが鉄けていたのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｍａｘ　Ｗｅｂｅｒ

　結局，自由貿易の教義は，より微妙な形の重商主義にすぎないように思われます 。

それは，その教義から利益を得るであろう人 々によっ てのみ信奉されているにすぎ

ません。　　　　　　　　　　　Ｊロヒ：／ソノ「新しい重商主義」（１９６５年）

１　ヘクシャー＝オリーン ・モテルの構造

　ヘクシャー・オリーン理論は，スウェー デンの経済学者，エリー・ ヘクシ

ャー（Ｅ１ｉ　Ｈｅ・ｋ・ｃｈｅ・）の１９１９年スウェー デン語で書かれた論文，“所得分配に及

ぽす外国貿易の効果”（“Ｔｈ
ｅ　Ｅｆｆｅ・ｔ　ｏｆ　Ｆｏ・ｅｉｇｎ　Ｔ

・ａｄｅ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｄｉ・ｔ・ｉｂｕｔｉｏｎ　ｏｆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１１）
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Ｉｎｃｏｍｅ”）とハーティル ・オリーソ（Ｂｅ肘１１０ｈ１ｍ）の
‘‘

Ｉｎｔｅ皿ｅｇ１ｏｎａ１ａｎｄＩｎｔｅｍａ
－

ｔ１ｏｎａ１Ｔｒａｄｅ”（１９３３）にその源泉を持っている。ヘク／ヤー・オリーソ理論は ，

　般均衝理論が国際貿易に適用されたものであり ，その後Ｐサミュエルソ：■

（Ｐ　Ａ　Ｓａｍｕｅ１ｓｏｎ）は ，‘‘Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｔｒａｄｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｅｑｕａ１１ｚａｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｆａｃｔｏｒ

Ｐｒ１ｃｅｓ”（Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｊｏｕｍａ１５８．１９４８）と “Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｆａｃｔｏｒ　Ｐｒｌｃｅ　Ｅｑｕａ１１ｚａｔ１ｏｎ

Ｏｎｃｅ　Ａｇａｍ”（Ｅｃｏｎｏｍｌ・Ｊｏｕｍａ１５９．１９４９）において，この理論を数学的に厳密

に証明した。それゆえ，これらは，今日 ，ヘクシャー・オリーン・サミュエルソ

ノ・ モテル（略してＨＯＳ理論と称されている）として，国際貿易理論の標準的な

理論として欧米や日本などの大学で広く教えられている 。

　国際貿易の利益や国際貿易のおこる原因それに貿易のパター：／の説明につい

ては比較優位の理論によるのが普通である。比較優位の理論として，リカート

の比較生産費説，ヘクノヤー・オリーソの定理がよく知られている。しかしな

がら，資本や労働などの生産要素の相対的賦存度の差異によっ て貿場の発生を

説明する新古典派貿易理論のヘク！ヤー・オリー：／の理論には静学的な貿易理

論（技術の変化が貿易のパター：■や特化に及ぽす影響を組み入れていない）であるな

どの，欠陥があり ，これらの欠陥を突いて，その後，レオンチ ェフ ・バラドッ

クス，プ ロタクト ・サイクル説（ｐ・０ｄｕ・ｔｃｙｃ１・ｔｈ・ｏ・ｙＯｆｔ・・ｄ・）など各種の所説

がでている。ヘクシャー・オリーン理論以後，新しい貿易諸理論が出現してい

るが，なかには，単に，目新しいというだけでたいして重要だと思われない理

論もある 。

　ここでは，目本の経済発展と国際分業の経験を念頭に入れて，現代の正統派

貿易理論として国際的に広く受げいれられているヘク！ヤー・オリー：■の定理

を主に考察する 。

　ヘクシャー・オリーン ・モデル，このようなある意味で不毛な国際貿易理論

は， 誰も実際はあまり信じていないかもしれないのに，どのような国際経済学

や国際貿易理論の教科書にも国際分業の基礎理論として相変らずでてくるのは

どうしてであろうか 。

　今，一組の夫婦を想定しよう 。夫は，経済学の研究と ，自動車の運転技術の
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両方に，妻よりすぐれており ，かつ，経済学の研究の方が自動車の運転より得

意である。これに対して，妻は，自動車の運転の方が経済学の研究よりすぐれ

た才能を持っているとすれば，この場合，夫は経済学の研究に，妻は自動車の

運転に特化し，それぞれ役割分担をすれば，この夫婦の仕事は最も効率的にな

るというのが，比較優位の考え方である 。

（１）絶対優位 ・絶対劣位 ・比較優位 ・比較劣位

　　　　　Ａ．スミスとＤ．リカード

　比較優位の理論は，ティウィト　リカート（Ｄ・・１ｄ　Ｒ１… ｄ・）の『経済学およ

ぴ課税の原理』（ＯＮ　ＴＨＥ　ＰＲＩＮＣＩＰＬＥＳ　ＯＦ　ＰＯＬＩＴＩＣＡＬ　ＥＣＯＮＯＭＹ　ＡＮＤ

ＴＡＸＡＴＩＯＮ，１８１７）の第７章外国貿易において提示されて以来，リカード

の比較生産費説としてよく知られている。リカードの外国貿易論は，もともと ，

『原理』の第一章から第ハ早において展開された資本蓄積理論（リヵ一ト経済

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）学の基本的な理論部分てある）か適用されたものてある 。

　アタム ・スミス（Ａｄ・ｍ　Ｓｍｔｈ）によれは，外国貿易による利益か発生するの

は， １）貿場当事国間において，Ａ国がＢ国よりＸとＹの二商品の生産におい

て絶対的に生産費が低いという「絶対生産費格差」，即ち「絶対優位」が存在

する場合　２）Ａ国やＢ国に余剰生産物が存在する場合である
。

　１）に関連したスミスの「絶対優位」にかかわる言説を引用しておこう
。

「もしある外国が，われわれ自身がある商品をつくりうるより安くつくり ，そ

れをわれわれに供給してくれることをできるならぼ，われわれは，白合走もふ

多少とも強美去毛らｉろ左しふ走七白由あ産棄を法動きム，毛あ壬産勅あ去≠

部会七払糾由６・ら貞帖ろ６山１１ｒ一家の棚１」あるあらゆる主人にとっ

ての金言は，貞ろｉろ注ら之るぽろ余嵩之ら之ようなものを自分のところでつ

くろうなどとはけっしてしない，ということである。裁判所は自分のくつを自

分でつくろうとはせずに，それをくつ屋から買う 。くつ屋は自分の衣服を自分

でつくろうとはせずに，そのために裁縫師を使う 。農業者はくつも衣服もつく

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１３）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
ろうとはせずに，そのためにこれらのさまざまの工匠を使う」。

　２）についてスミスはつぎのようにい っている。「ある特定産業部門の生産

物が，その国の需要が必要とする以上になるばあいには，この剰余は海外に送

られ，国内で需要されるなにものかと交換されなければならない。このような

輸出がおこなわれないならば，その国の生産的労働の一部は必ず終息し，その

年々の生産物の価値に減少する。大フリテソの土地およぴ労働は，　般に国内

市場が必要とする以上に，穀物 ・毛織物および金物類を生産する。それゆえ ，

それらの余剰部分は，海外に送られ，国内で需要されるなにものかと交換され

なければならない。この剰余がその生産に要する労働と経費とをつぐなうにた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
りる価値を獲得しうるのは，このような輸出を媒介としてだけである」，「およ

そどのような地方のあいだに外国貿易が営まれるにせよ ，これらの地方のすべ

ては，二つの別個の利益をそれからひきだす。それは，これらの地方の土地お

よび労働の生産物のうちでそこでは需要のない剰余部分を国外にもちだし，そ

れとひきかえに，そこで需要のあるなにか他のものをもち帰る。それは，これ

らの地方の冗物を，そこでの欲望の一部を満足させ，享楽を増加させうる他の

なにものかと交換することによっ て， これらの冗物に価値をあたえる。そのお

かげで，国内市場か狭くても ，技術または製造業のある特定部門におげる分業

か最高度に完成させられるのを阻止されるということがなくなる。それは，こ

れらの地方の労働の生産物のどれほどの部分が国内消費を超過しようとも ，こ

の部分に対するいっそう広大な市場を開放することによっ て， これらの地方が

生産諸力を改善し，また年々の生産物を最大限に増加させ，ひいては杜会の実

質的収入および富を増加させることを奨励する。外国貿易は，それが営われる

ありとあらゆる国に対して，以上のような偉大で重要な任務を遂行するために
　　　　　　　　　　　　　　５）
間断なく従事しているのである」

　以上，少々長くなった引用文からわかることは，輸出は，一国の必要な需要

量を超える剰余生産物のはけ口を提供すること ，貿易は，市場規模を拡大する

ことにより分業を高度化させ，貿易当事国の生産性を向上させ，富と所得を増

加させる，ことである。ここで強調したいことは，スミスが，「余剰はけ口」

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１４）



　　準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍａｒｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘクノヤー・オリーノ　モテルの限界（下）１１５

　６）
理論を述べていることである 。

　要するに，スミスは絶対優位と絶対劣位の理論により ，自国が外国より絶対

的に低い生産 コストの商品を輸出し，他国か自国より絶対的に低い生産費の製

品を輸入することである。スミスは，関税，輸入禁止，輸出助成金，独占的貿

易会杜など輸出入を管理する重商主義政策を口荒く攻撃した。スミスにあ って

は， 分業が労働生産向上の源泉であ ったと同様に，国際分業の特化こそ富の源

泉であ った 。

　スミスの外国貿易理論にしたがえば，自国があらゆる商品にわた って，絶対

劣位にあれは，即ち，自国の労働生産性が他国より絶対的に低いのてあれは
，

他国との貿場関係はおこらない 。

　これに対して，ティウィト ・リカートの周知の比較優位の理論＝比較生産費

説は，自由貿易の条件の下において，各国は，比較優位にある相対的に労働生

産性の高い製品を輸出し，比較的劣位にある相対的に生産費か高い生産物を輸

入することができるとして，スミスとは異な った結論に達した 。

　イギリスの国益を守る比較生産費説を基礎とした国際的な自由貿易体制を論

じたリカードの見解に入る前に，穀物条例をめぐる有名なリカード対マルサス

論争の核心部分にふれておこう 。

　英国では，１６８８年の名誉革命以来，穀物輸入に対する高い関税障壁，穀物輸

出に対する奨励金交付などの手厚い農業保護政策によっ て， 農業関係者の間に

既得権益のネ ットワークカミはりめく“らされてきた 。

　１８０４年に制定された新しい穀物条例によれぼ，１クォーター当り６３シリング

になるまで輸入が禁止された。１８１５年の穀物条例改訂の論議がおこなわれてい

る折に，穀物価格が６０シリングに騰貴し，輸入禁止ライソ価格の６３シリ１■ グす

れすれまでいま一歩というところまでぎた。そこで地主と借地農は，下院に ，

これを回避するために輸入上限価格を８０シリングに引き上げさせた 。

　このような環境の中で，リカードは，海外からの穀物輸入を制限し，穀物の

国内価格を高水準を保障する農業保護政策は，地主階級の利益に奉仕するもの

であり ，外国から安い穀物を自由に輸入できるような体制をつくることが地主
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を除く杜会階級イギリスの国益に合致すると考えた。これに対して，ロバー

ト・ マルサス（Ｒｏｂ・れＭ・１ｔｈｕ・）は，低廉な価格の穀物輸入の果す役割につい

て十分認識していたか，利害の共存である国際的な通商関係は，権力者の野望

などによっ て破綻する危険性ゆえに政治的に不安定であること ，「徳性と幸福」

のために，農業と工業の適当なバランスを維持するため，農業を適当な比率で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
残しておく必要かあること ，以上二つの理由から，リカートの議論に反対した 。

　「完全な自由貿易制度のもとでは，各国は当然その資本と労働を自国にとっ

てもっとも有利となるような用途に向ける。この個別的利益の追求は，全体の

普遍的利益とみことに結ぴついている。勤勉を刺激し，工夫力に報い，また自

然によっ て賦与された特殊の諸能力をもっとも有効に使用することによっ て，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
それは労働をもっとも有効にかつもっとも経済的に配分する」。これは，リ

カードの比較優位の考え方を示したものである。彼は，また，外国貿易がない

国は，径済的不利益をもたらすであろうと述べている。即ち，「仮にポルトガ

ルか他の諸国との通商関係をまっ たくもたないとすれは，この国は，その資本

と勤労の大部分をブドウ酒の生産に使用し，それをもっ て自国用のために他の

諸国の服地や鉄器類を購買するかわりに，その資本の一部分をそれらの商品の

製造に向けることを余儀なくされ，したがっておそらく量ぱかりでなく質にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
いても劣ったものを取得することになるであろう」 。

　リカートの比較生産費説は・２国・　　表■ 一１　リカ＿トの比較生産費説

２財，一生産要素（労働）のモデル　　　　　　 ＿単位生産するに必要な労働時間

であり ，表皿一１においてその数値

例が示される。表皿一１からつぎの

二つの結論が導出される 。

　一つは，ポルトガルが，ブドウ酒

　　　　　　服　　地　　　　プドウ酒

ポル１ガル・・人一１人 回一
苦人

イギ１ス 匝→１人１・・人一景人

と服地の両生産部門の労働の生産性が絶対的に優越性を持っていたとしても ，

両国が貿易すれば，両国とも利益を得る 。

　二つ目は，ポルトガルは，労働生産性の相対的にすぐれたブドウ酒の生産に

すべての生産要素を投入し，ブドウ酒の一部分をイギリスに輸出し，それと交

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１６）
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換に服地を輸入する方が有利であり ，イギリスにとっ ては，服地生産に生産要

素を集中的に投下して，服地生産の一部分をポルトカルに輸出し，それと交換

にブドウ酒を輸入した方が有利である 。

　リカードの比較優位説には，新古典派経済学の視点でいえば，つぎのような

仮定が前提にな っている 。

　ｉ　労働と資本などの資煩の国内移動は自由であるが，国際間の移動はでき

ない。それ故，各国の生産条件の均等化は存在しない
。

　ｉｉ　労働は完全に雇用されている 。

　ｍ　規模に関する収護不変が成立している
。

　ｉＶ　両国の各個人の効用函数は同じであり ，ホモセティックである 。

　Ｖ　完全競争の仮定

　Ｖｉ輸出と輸入は均衡している 。

　貿易前の状態では，２財間の国内交換比率は，ポルトガルでは，１ブドウ
酒： ８０＝１服地 ：９０であるから，１人／服地 ＝Ｏ．８８人／ブドウ酒，イギリスでは ，

１ブドウ酒 ：１２０：１服地 ：１００で，１人／服地 ＝１．２人／ブドウ酒となる。それゆ
え， ブドウ酒はポルトガルが相対的に安く ，イギリスは服地が相対的に安い 。

　ＬＣ
　ＣはＣ財（服地）１単位を生産するために必要な労働投入量て，これをＣ

財の労働投入係数伽とし，争 はＷ財（フ／ウ酒）を１単位生産するため
の労働投入量で，これを，Ｗ財の労働投入係数勿Ｗとすれば ，

　　　　Ｅ　　　　　Ｅ
　　　 ”ムＣ　　０ムＷ　　　　ｐ　＞ ｐ　か成立する 。

　　　０ムＣ　　”ＬＷ

　Ａ・スミスの「絶対優位説」は，　　　　表ｒ２　スミスの絶対生産費説

表皿一２のような数値例になる。ポ 　　　　　　ー単位生産するに必要な労働時間

ルトガルはブドウ酒の生産に絶対優　　　　　　　　服　 地

位を持ち，イギリスは服地生産に絶　　
ポルトガル　　 ２００人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イギリス　　　１００人
対優位を持つ 。

ブドウ酒

１００人

１２００人

　ポルトガルがブドウ酒に絶対優位を持ち，イギリスは服地に絶対優位をもっ

ているとすれぼ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１１７）
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　１１；　　　　　Ｐ
　” ・ＬＣ＜ ”ＬＣ

　Ｅ　　　　　　Ｐ
　”ムＷ＞ ”ＬＷ

貿易が全然おこなわれない根拠を　　　　　表■ 一３　比例生産費説

数値例によっ て示しておこう 。表皿

一３の場合，ポルトガルの方が両生

産物の生産性は，イギリスより２倍

高く ，絶対優位を維持している 。

　　　　厄　　　　　１…；
　　　”ＬＣ　　Ｏ　ＬＷ
　　　　戸　　ｉ　　戸
　　　”ＬＣ　　”ＬＷ

　　　　 一単位生産するに必要な労働時間

　　　　　　服　　地　　　　ブドウ酒

ポルトガル　　　　５０人　　　　　　６０人

イギリス　　　１００人　　　　　　１２０人

（２）ヘクシャー・オリーン ・モテルの構造

　ヘク ：■ヤー・オリーソ（Ｈ・・
ｋ・・ｈ・’０ｈｌｍ）モテルの特徴は，つぎのようなもの

である 。

　０　 リカートの比較生産費説は，一国の技術格差（ｔ・・
ｈｎｏ１・ｇｙ　ｇ・ｐ）が，その

国に生産費の比較優位をもたらし，貿易が発生すると考えたが，ヘクシャー・

オリーソモ ・デルでは，各国の生産技術の水準は同一であり ，各国の所与の労

働や資本などの資源の相対的な賦存量（ｆａ・ｔｏ・ｅｎｄｏｗｍｅｎｔ）か相違することから

貿易が発生する 。

　　　Ｈ－Ｏ理論は，すへての国が同水準の技術知識に平等に接近できるとい

う仮定を置いている 。

　　　「生産要素の組合せ比率　　技術係数　　は要素相対価格の関数」であ

　　　　　　　　　　　　　　　１０）
り， 「諸要素の質は同一であるから」，各国の生産函数は同一であり ，規模に関

７７する収穫不変である（生産函数は一次同次である）。

　　　生産要素は，国内の産業部門間を自由に移動するか，国際間の移動は特

　　　　　　　　　　　　　　１１）
別な場合を除きおこなわれない 。

　（５）各イソプ ットの価格は，各イソプ ットの価値限界生産力によっ てきまる

というｒｒ分配の限界生産力説」を採用している 。

（１１８）



　　準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍ肛ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘク■ヤー・才リー■　モテルの限界（下）１１９

　　　財 ・サービスの国際価格は，国際市場における需給均衡によっ て決定さ

れる 。

　の　各国のイ／プ ソトの価格は，生産要素の賦存度と関係なく ，同一の国際

価格と生産函数から誘導されるのて，国際間の生産要素価格の均等化定理か可

能になる 。

　ゆ　 リカートの比較生産費説やミルの相互需要説は，新古典派理論のスペノ

ヤル ・ケースである 。

　ヘクシャー・オリーンの定理の２国の間で要素価格は均等化に向うという

「不完全均等化定理」を，ストルパー・サミュエルソン（ＳｔＯ１ｐ… Ｓ・ｍｕ・１・０ｎ）は ，

論理的に押し進めて「要素価格均等化定理」を導出した 。

　「一国は相対的に豊富にある生産要素を集約的に使用する財を輸出し，希少

な要素を集約的に用いる財を輸入する」という ，ヘクシャー・オリーンの定理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
の核心部分を広く受けいれられている形式にしたがって誘導しておこう 。

　新古典派経済学の「分配の限界生産力説」は，重大な誤謬を含んでいると思
　　　　　

１言）

われるけれと ，これを一応承認して議論を進めよう 。

　今，規模に関する収穫不変（一次同次）の生産函数Ｘ：月（Ｋ，工）を仮定し ，

この式に！一を乗ずれは
，÷一・（÷ １ヅ÷

一・
手一１とすれは

，エ

＝凧是，１）＝犬是）。 そして，この生産函数犬是）は図皿一１のように示される 。

　図皿一１におけるＡ点におげる接線の勾配が，資本の限界生産力であるから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ厄　　３厄
利潤率あるいは資本のレノタル率を ブとすれは，接線ＡＢの勾配＝　　 ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ亙　　Ｄ０
　３Ｅ

：が ＝６　　
Ｂ厄＝ブが（労働者１人当りの利潤量）。 がにおけるＡ点の集計

的生産函数の接線の勾配＝八が）であるから ，ブ＝八が）。 ０Ｂ＝ＡＤ－ＢＥで

あるから，労働者一人当りの賃金であり ，したが って，吻＝スが）一 が八が）。

　　　　　　　　　Ｂ０　　〃　　　　　　　　　　　吻　　吻
Ａ３の接線の勾配＝Ｃ０＝ ０＝らそれ故・Ｃ０＝７・ ７が増大すると ・相

対的に賃金が上昇するから，是の大きな資本集約的な財ほど価格が下落する 。

それ故・芋 と財の価格戸との関舳よ，景 か一・さ／なるほど戸は大き１な

　　　　　　吻る。 それは，一＝¢（Ｐ）となり ，図皿一２の第１象限で示される。また，同時
　　　　　　ｒ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻に， 資本のレソタル率が大きくなると，即ち一が小さくなると ，資本が節
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブ
　　　　　　　　　　　　　　　　（１１９）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吻約されるから，是は小さくなり ，賃金が上昇し，一が大きくなると ，労働が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｒ　　　　　　　　　　　　　吻　　　　　　　　　　　汕リ
節約され，是は大きくなり ，一と是とは，一＝¢（是）で，図皿一２の第２象
　　　　　　　　　　　　　ｒ　　　　　　　　　　　　　ｒ

限のように示される 。

　つぎに，労働集約的な消費財部門のＸ部門と資本集約的な資本財部門のＹ

部門の二部門を想定した場合，このＸ ・Ｙ二部門の生産均衡はどのようにし

て実現されるのか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸Ｙ
　Ｘ ・ｙ両財の価格を戸ｘとＰＹとすれば，両財の相対価格Ｐ＝　　となる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸Ｘ
Ｘ財は基準財（ニュメレール）で，Ｐｘ＝１とすれぱ，相対価格戸＝ＰＹ．

　Ｘ財部門の生産函数を ”＝スたｘ），Ｙ財部門のそれをツ＝玖尾Ｙ）とすれぱ ，

Ｘ， ｙ両財の資本市場の均衡式は ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２０）
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　　　八是ｘ）：ブ：館て尾Ｙ）　　　　　　　　　　　　　　（１）

　両部門の労働市場の均衡式は ，

　　　ノ（是ｘ）一是ｘ八是ｘ）＝エ＝Ｐ１８・（尾ｙ）一是Ｙ９て是Ｙ）１　　　　　　　　　　　　　　　（２）

資本の完全利用式Ｋｘ＋Ｋｙ：Ｋを労働工で割ると ，

　　　Ｋｘ　ＫＹ　Ｋ
　　　 ＬＸ＋Ｌ、＝丁：々労働の完全利用式ＬＸ＋工Ｙ：Ｌを工て割 って ，

ＬＸ　ＬＹ　　　　　 ，　　　Ｌ Ｙ
　　＋　　＝刃とすれは，１一刃＝　　。資本の完全利用式は ，

ム　　エ　　　　　　　　　　　　エ

　　　刃是ｘ＋（１一刃）是Ｙ＝是　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）

（１）式と（２）式は，４本の方程式てあり ，これは図皿一３によっ て幾何学的に説明

できる 。

　Ｘ財部門の生産はＧ点でおこなわれ，その資本集約度は尾ｘ，また，Ｙ財部

（１２１）
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門は資本集約度是Ｙで，それのＡ点で生産をおこな っている 。ｏＬ＝ｏＬＸ＋ ｏＬｙ

であるから ，ｏ工軸のｏ工ｘはＸ財部門の労働雇用量で，Ｌｘ工はＹ財部門の

労働雇用量で，Ｘ財部門の資本量は長方形 ０尾ｘ厄工ｘ，Ｙ財部門の資本量は長

方形ムｘ亙ＤＬ。足は，Ｘ ・Ｙ両部門の産出量で加重した平均値で，是ｘと尾Ｙの

間にある。このことから，長方形亙Ｇ鮎ｘと長方形ＤＨＧ亙の面積が等しくな

るように両部門への資本と労働の配分が決定される 。

　資本量の配分はＹ財部門の方が大きい。何故なら，資本集約度がＸ財部門

よりＹ財部門の方が大きいからである 。

　自国（たとえぱ，後進国と中進国であった時の日本）では，資本が労働に比べて

相対的に乏しい時，資本装備率は，ゐより左の部分にある。資本 ・労働比率が

是より左へ移動すると ，尾点は第３現象尾軸上を原点の方へ移動し ，Ｌｘ点は

左の方へ移動する。換言すれば，労働集約財の輸出に特化に向い，資本集約財

を輸入することになる。自国と外国の技術が同じで，要素賦存比率だけ異なる

と仮定しているので，外国は資本集約財に特化しこれを自国に輸出する。ただ

し， この場合，両国とも二財いずれも生産している不完全特化の状態である 。

財の価格は一つの決まり ，財の価格がきまれぱ，図皿一２第１象限のように ，

　　　　　伽要素価格比一もきまる。仮定により一国の生産函数は同一であるから，両国
　　　　　　ブ
の利潤率と賃金率は均等化する。即ち，Ｐ＝Ｒに対応して土＝半 になり ，ブ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ブ　　　　ブ
＝ブ；仰＝側■となる 。

　以上の「要素価格完全均等化定理」の含意は，資本や労働などの生産要素の

移動があれは，要素価格は均等化するが，財の国際間の移動があれぱ，賃金率

の国際間格差による労働者の移民や国際間の利子率の格差による資本の移動を

前提とせずとも要素価格均等化を保障することである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
　ただ，要素価格均等化定理の成立しない場合がある 。

　それは，各国がそれぞれの財の生産に完全特化しているケースで，ゐ＜〆の

時である 。

　もう一つは，要素比率逆転の可能性が発生し，是＞〆の時である 。

　このことは，要素価格均等化は，要素賦存率がほ陵同一の国家間でのみ成立

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２２）



　　準市場経済（Ｑｕａｓｉ　Ｍ砒ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘクシャー・オリーン ・モデルの限界（下）１２３

するということである 。

　　１）岸本誠二郎編〔１１〕ｐ．３１２とｐ．３５５ ．

　　２）傍点の部分は比較優位の意味に解釈することができる 。

　　３）Ｓｍ１ｔｈ〔４３〕邦訳，（三）Ｐ５８。小宮隆太郎　天野明弘〔１４〕Ｐ１９は，傍点を付

　　　した部分は，比較劣位の考え方にほかならないとしている 。

　　４）Ｓｍ１ｔｈ〔４３〕邦訳，に）Ｐ４１３ ．

　　５）Ｓｍ１ｔｈ〔４３〕邦訳，（→Ｐ４１．

　　６）Ｈｏ１１ａｎｄｅｒ〔５〕邦訳，第９章外国貿易　理論と政策，を見よ 。

　　７）菱山泉〔４〕ｐｐ．３２－３８。この穀物論争は，今日の コメの輸入自由化問題を考

　　　える上で意味深いものがある 。

　　８）スラ ッファ 編〔３８〕邦訳，ｐ
．１５６

．

　　９）スラ ッファ 編〔３８〕邦訳，ｐ
．１５７

．

　　１Ｏ）Ｏｈ１ｉｎ〔３０〕邦訳，Ｐ
，１５

．

　　１１）エマニ エルは国際的な賃金格差と資本移動による国際的利潤率均等化を前提

　　　として分析する 。

　　１２）Ｈ－Ｏ理論のより詳細については関口末夫〔４２〕及び根岸隆〔２０〕を参照され

　　　たし 。

　　１３）　イギリスケンブリッ ジとアメリカケソブリッ ジの例の「資本論争」については

　　　別の機会に検討したい 。

　　１４）根岸隆〔２０〕ｐｐ．２６－２９を見よ
。

２　準市場経済（ｑｍａｓｉ　ｍ砒ｋｅｔ６６０ｍｍｙ）とヘクシャー・オリーン ・モテ

　　ルの限界

（１）日本経済は準市場経済（ｑｕａｓ１ｍａ・ｋｅｔｅ・０ｎｏｍｙ）であるという仮説

　私か，日本経済は市場経済てなくて ，「準市場経済」（ａｑｕａｓｌｍａ・
ｋｅｔ

・・ｏｎｏｍｙ）であるという新概念をはじめて提示したのは，１９８７年２月号の『立

命館経済学』に掲載したｒ経済発展論（下）　　 Ａヵ一ノェ：／クロノとＡ

マーノヤルそして日本の経済発展への適用とその限界　　」においてであ った 。

　「日本独自の杜会経済体制　　新古典派経済学でいう資源か市場におげる価

格形成を通じて最適に配分されるという欧米型の市場経済でない，Ｘ効率（Ｈ

Ｌ・・ｂ・ｎ・ｔ・ｍ）を含む別の種類の効率を意味する大量生産経済 ノステム　　私は

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２３）



　１２４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻　第１号）

このシステム を準市場経済体制（ｑｕａ・ｉ　ｍａ・ｋｅｔ・ｃｏｎＯｍｙ）というコンセプトで把

握してきたい」と上述の論文で述べている
。

　準市場経済（ｑｕａｓ１ｍａ・ｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）の コ■セプトをこれまでの私の研究で分

っていることをここで若干要約しておこう 。

　（ａ）いうまでもなく ，「準市場経済」は杜会主義的計画経済とも本質的に異

なるし，私企業が経済活動において主導的役割を果す西欧型の市場経済体制と

も異なる 。

　（ｂ）「準市場経済」は混合経済とも異なる。何故なら，混合経済が成立する

要件は，生産力が先進国段階に達していること ，自由な市場経済が成熟し，政

治上で民主主義が確立していること ，そして個人主義のイテオ ロギーが混合経

済の価値観の基調にな っていることである。これらの要件を目本の経済杜会は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）満たしていないかったし，現在も必ずしも満たしていない 。

　（Ｃ）「準市場経済」は開発途上国が先進工業国に到る道において必然的に辿

る一つの過程であるかもしれない 。

　（ｄ）「準市場経済」の市場経済に対する敵対は部分的であり ，西欧型市場経

済への転形は比較的容易かもしれない 。

　最近，目米構造協議（Ｓｔｕｍ・ｔｕａ１Ｉｍｐｅｄｍ・ｎｔ・Ｉｍｔ１ａｔ１ｖｅ，日米間の貿易上の構造障

壁を排除するための協議）と関係して，第一線の近代経済学者の中にも ，「目本

の国内市場は，競争的な市場システムとはあまりにもかけ離れており ，その

「異質」な市場ルールのもとで過大なパイを占有しているのではないか」とか

「日本という国の経済システムに自由な市場機構が本格的にビルト ・インされ

ているとはとても言えない」といわれだしていることは，私の「準市場経済の

経済学」を定立しようとする視点からすれば援軍が出現したような思いである
。

（２）準市場経済を見る視点：経済合理主義は如何にして発生するのか

　多くの経済学者は，近代経済学者であろうと破綻したマルクス経済学者であ

ろうと ，また歴史派経済学者であろうと，その立場の如何にかかわらず，意

識・ 価値 ・イデオ 目キーと経済の基礎過程との関係そして経済合理主義の発生

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２４）



　　準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍ趾ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘクノヤー・オリーノ　モテルの限界（下）１２５

と市場 メカニ ズムの形成の理解について，以下のような牢固として抜きがたい

「自然発生主義」という共通した認識を持っている 。

　○　経済行為があるところでは常に必ず経済合理主義が発生し，それは，共

時的，通時的に，人間なら誰でも身につける「営利追求の精神」である。即ち ，

市場が近代以前であろうと以後であろうと ，強い「営利追求の精神」は，歴史

とともに１日くから存在し，そこでの経済的利害に積極的，合理的に対応するも

のと規定されている 。

　市場現象は，歴史や文化構造を超えて，普遍的に存在する。それゆえ，市場

活動には，近代以前も以後の区別や東洋や西洋の区別は存在しない。しかしな

がら，一定の規範意識や原則にもとづいた各種各様の制度と環境の整備なしに

成熟した市場経済は形成されない 。

　工一トス，価値，意識，イデオ ロギ ー， 倫理や道徳などは，自律的な経済過

程の受動的な反映にすぎず，以上のような精神的価値の経済の基礎過程に及ぽ

す積極的な作用と影響についての意義はほとんど是認されないか無意味である

と考えられている 。

　　　人間の意識は，経済過程によっ て規定される。したが って，Ｍ．ウェー

ハー
か， 近代資本主義発生の起猿の説明として，経済の基礎過程から相対的に

独立した要素てある「資本主義の精神」（フラノクリノの１３徳　　「節制」 ，「沈猷」
，

「規律」 ，「決断」 ，「節約」 ，「勤勉」 ，「誠実」 ，「正義」 ，「中庸」 ，「清潔」 ，「平静」 ，「純潔」
，

「謙譲」　　 にみられるような人間の内面的な倫理的資質）に求め，この「資本主義

の精神」の歴史的系譜を「プ ロテスタンティズムの倫理」に探る，とい ったよ

うなアプ ローチには嫌悪感が持たれる。ウェーバーの「資本主義の精神」は ，

近代以前の欲望のままの営利の追求の「資本主義の精神」からは導出されない 。

ウェーバーの「資本主義の精神」は，市場経済における経済的利害に対する本

能的な適応でなく ，自然な欲望からでる営利心を抑制する合理的な倫理的態度
　　２）
である 。

　しかしながら，多くの近代経済学者のみならず，破産したマルクス経済学の

視点に立つ人 々は，人間の経済行為に宗教的背景や倫理的性格を探ったりする

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２５）



　１２６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

ことを忌み嫌うし，今日の経済行為が，ピ ュウリタニ ズムの禁欲的合理態度の

一帰結だと見散すウェーバーの解釈に拒絶反応を示すであろう 。

　‘‘Ｓｔｕｄ１ｅｓ　ｍ　ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｔｒａｄｅ”（１９３７）の著者と知られてい

る新古典派の国際経済学者ＪａｃｏｂＶｍｅｒ は， その未定の遺稿 “Ｒ
ｅ１１ｇ１ｏｕｓ

ＴｈｏｕｇｈｔａｎｄＥｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｓｏｃｌｅｔｙ”ｅｄ１ｔｅｄ　ｂｙ　Ｊ　Ｍｅ１１ｔｚ　ａｎｄ　Ｄ　Ｗｍｃｈ１９７８（久保

芳和，橋本比登志，篠原久，井上琢智共訳『キリスト教思想と経済杜会』嵯峨野書院 ，

１９８１年）の第４章　ブ ロテスタンティズムと資本主義の勃興　において，ウ

ェーバー・ テーゼについて検討を加えているが，結論は，ウェーバー・ テー ゼ

を肯定していない 。

　Ｖｉｎｅｒ は， 理論的側面と史料的側面の二つの部分でウェーバー を批判してい

る。 即ち

　０　ウェーバーことっ ては，「資本主義の精神」は，自然なありのままの本

能的な物質的欲望を抑制する合理的な生活態度を意味しているが，Ｖｉｎｅｒ は，

このような「資本主義の精神」としての生活態度を，「不自然な」，「人間性の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
基準からみて歴然と非合理でかつ魅力のない」ものであると批判している 。

　（２）　ピ ューリタ：■の倫理かどのようにして非予定的神学から出現しうるのか
　　　　　　４）
の分析がない 。

　　　ウェーハー は， 実際的な教訓　　とくに，リチャート ・ハソ クスタ

に依拠しており ，神学者が主張したようなプ ロテスタソトの教義や公式の「使
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
徒信経」や宗教会議記録を体系的に利用しなかった。それ故，ピ ュリタソの経

済行動を，普通の知識に依拠して　般化しており ，詳細な歴史的証拠を示して

いない 。

　＠　アイルラノトでは，ウィリアム　ベティ（Ｗ
１１１１ａｍ　Ｐｅｔｔｙ，１６２３－８７）が

　　　　　　　　　　　　　　　６）
『政治算術』で言及しているように，カトリック教徒が商業，金融，工業の大

部分を支配していた 。

　　　ウェーハー以前には，プ ロテスタノティスムと近代的形態の資本主義の

発展との間に密接な歴史的関連があるとのほとんど普遍的な合意があ った。ウ

ェーハーの独創性は，プ ロテスタソティスムと関連のある特定の資本主義「精

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２６）



　　準市場経済（Ｑｕａｓｌ　Ｍａエｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘク■ヤー・オリー■　モテルの限界（下）１２７

神」の性質や，プ ロテスタント神学がこの「精神」を生みだした因果過程や ，

この「精神」が近代資本主義にその特殊な性格を与えるに当たって演じた役割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
などについて彼が行なった説明に限られていた 。

（３）ヘクシャー・オリーン ・モデルの限界

　以上言及してきた韓国，台湾及ぴ日本の産業保護育成や輸入代替の経験から

ヘクシャー・オリーン ・モデルが適用されないことは明白である。そもそもへ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
クノヤー・オリーノ ・モテルから輸入代替という命題はでてこない。このモテ

ルにしたかっておれば，このご国とも比較劣位にある資本集約産業より相対的

に優位にある労働集約的産業を選択しなければならず，資本集約的な重工業は

育たず，いつまでも後進国的状況から脱出することができないことになる。三

国に共通している産業発展の事例は，むしろ絶対的劣位にある資源を政府の産

業政策の力によっ て比較優位というより絶対優位へ転形しようとしているよう

に見える 。

　ヶ：／プ（Ｍｕ・… Ｃ　Ｋ・ｍｐ）は，幼稚産業ないし企業はとのような場合に保護
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
されるべきかという三つの基準を明示した 。

　ミルの基準　　現在は技術的な経験不足のため生産は国際水準に達していな

いけれと ，学習時間（１・・ｍｍｇｂｙｄＯｍｇ）かあれは，将来生産性か上昇して，国

際的な価格水準の下で利潤をあげる可能性がある場合は，一時的な保護関税は

正当化される 。

　ハステーフルの基準　　幼稚産業保護の問題は，現在と将来という二期間に

わたる動学的資源配分問題てある。成執した産業から得られる利益の現在値か ，

この産業を育成するためにかかる杜会的費用（当該産業の産業保護のために杜会

が負担する保護コストの総額）をつぐなうほど大きい時，保護関税による一時的

保護は許される 。

　ケノプの基準　　動学的外部経済かあることか産業保護のもう一つの基準で

ある。ミルとバステーブルの基準が満たされたとしても ，外部効果を与えなけ

れぼその産業を保護する必要はないとケンプは考える 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２７）



　１２８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第１号）

　根岸〔２０〕は，ケンプの基準を批判し，外部効果がなくても産業保護の必要

性は非常に高いとして，根岸の基準を提示する。何故なら，幼稚産業の学習過

程で収穫過程で収穫逓増＝規模の経済性があらわれ，消費者余剰が増加するか
　　　１Ｏ）
らである 。

　リストは，保護関税による国民の損失した価値部分より ，これにより獲得し

た生産力で，それ以上の価値量を生みだすことができるといっている。これを ，

学習課程の所産としての国民の自信と学習力であると現代風に翻訳し直し，上

記の根岸の基準に付げ足して，これをリストの基準と呼んでおこう 。

　　１）小野進〔３７〕を見よ 。

　　２）梅津順一〔５４〕第４章ピ ュウリタニ ズムの「倫理」とアダムスミスの「近代

　　　経済人」，参照のこと 。

３）Ｖｉｎｅｒ〔１８〕邦訳，ｐｐ
．１９１－９２

．

４）Ｖｉｎｅｒ〔１８〕邦訳，ｐ
．１９４

．

５）Ｖｉｎｅｒ〔１８〕邦訳，ｐｐ
．１９２－１９７

．

６）Ｐｅｔｔｙ〔２８〕邦訳，ｐ．５７ ．

７）Ｖｉｎｅｒ〔１８〕邦訳，ｐ
．２３３

．

８）輸入代替の失敗として，Ｍｅｉｅｒ〔１７〕は，つぎの７項目をあげているので念の

　ために記しておこう 。

　０　途上国は輸入代替品の効率的代替の範囲を大きく見なしすぎていること 。

　（２）輸入代替政策は工業化と国際収支の維持という目的の実現に成功していない 。

　　　その政策は経済に別の歪みを創り出した 。

　＠　輸入代替工業政策は，容易な消費財の段階を超えると ，それを継続すること

　　　は困難になる。何故なら中間財や資本財の段階に至る輸入代替化の各段階ご

　　　とに，輸入代替計画の資本集約性が高まり ，その結果，投資に占める役割が

　　　大きくなるからである 。

　（５）国内統合の欠如と二重性を一層悪化させる。何故なら，輸入代替活動は近代

　　　部門におげる飛び地にとどまり ，近代部門を優遇する政府の政策によっ て，

　　　近代部門と伝統部門の間の稀少な経済資源へのアクセスの不平等をさらに悪

　　　化させる 。

　　　輸入代替から輸出へと進む日本モデルに追随することのできた国はほとんど

　　　なかった 。

　の　高い有効保護率のため，使用された国内資源の価値は，節約された外国為替

　　　の価値を大きく上回ることにな った 。

（１２８）



　準市場経済（Ｑｕａｓｉ　Ｍ肛ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘクシャー・オリーン ・モデルの限界（下）１２９

ｇ）　Ｋｅｍｐ〔１０〕

１Ｏ）根岸〔２０〕Ｗ　幼稚産業の保護育成，を見よ 。
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　宮本又次『株仲間の研究』有斐閣，昭和３３年 。

　根岸隆『貿易利益と国際収支』創文杜，昭和５５年 。

　根岸隆 ・山口重克編『二つの経済学』東京大学出版会，１９８４年 。

　西田幾多郎『日本文化の問題』岩波書店，１９４０年 。

　大河内一男『スミスとリストー一経済倫理と経済理論　　』日本評論杜，昭和

１８年
。

　大河内一男編『歴史学派の形成と展開』ｒ経済学説全集』第５巻，河出書房刊 ，

昭和３１年
。

　大島清 ・加藤俊彦 ・大内力『殖産輿業』東京大学出版会，１９８３年 。

　大山綱明『関税の知識　新版』日本経済新聞杜，昭和６２年 。

　岡田与好『自由経済の思想』東京大学出版会，１９７９年 。
Ｐｅｔｔｙ，Ｗ ，Ｐｏ１１ｔ１ｃａ１Ａｒ１ｔｈｍｅｔ１ｃ

ｋ，

１９６０大内兵衛松川七郎ｒ政治算術』岩波

書店，昭和４９年 。

　尾高煙之助 ・山本有造編『幕末 ・明治の日本経済』日本経済新聞杜，昭和６３年 。

　０ｈ１ｍ，Ｂ ，Ｉｎｔｅｒｒｅｇ１ｏｎａｌ　ａｎｄ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　Ｔｒａｄｅ，Ｈａ岬ａｒｄ　Ｕｎｌｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ ，

１９６７木村保重訳『改訳　貿場理論　　域際およぴ国際貿易　　』晃洋書房 ，
１９８０年

。

　奥村宏『日本の六大企業集団』ダイヤモソド杜，昭和５６年 。

　小野進「日本の経済発展過程の理論化をめくる方法的諸問題」『立命館経済学』

１９８５年１２月号
。

　小野進ｒ経済発展論（上）一一 Ａ． ガーシ ェンクロンとＡ．マーシャルそして日

本の経済発展への適用とその限界　　」『立命館経済学』１９８６年１２月号 。

　小野進ｒ経済発展論（下）　　Ａヵ一！エノクロノとＡマー１ヤルそして

目本の経済発展への適用とその限界　　」『立命館経済学』１９８７年２月号 。

　小野進ｒ準市場経済（ｑｕａｓ１ｍａｒｋｅｔ　ｅｃｏｎｏｍｙ）と市場経済　　準市場経済の

経済学の定立と関連して　　」丁立命館経済学』１９８８年４月 。

　０ｎｏ，Ｓ ，Ｔｈｅ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｏｆ　ａ　Ｑｕａｓ１ Ｍａｒｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ＿Ｔｏｗａｒｄｓ　ａ　Ｎｅｗ

Ｔｈｏｒｙ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ　ｂａｓｅｄ　ｏｒ　ｔｈｅ　ｅｘｐｅｒ１ｅｎｃｅｓ　ｏｆ　Ｊａｐａｎ　Ｓｏｕｔｈ　Ｋｏｒｅａ，ａｎｄ

Ｔａ１ｗａｎ－Ｄ鮒〃３５２０〃 Ｐ砂ぴ！Ｖ；ｏ５，Ｄｅｐ脈ｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，Ｒｌｓｔｕｍｅｌｋａｎ　Ｕｍ －

ＶｅｒＳｉｔｙ

　小野進ｒ準市場経済（Ｑｕａｓ１ Ｍａｒｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘク／ヤー・オリーソモテ

ルの限界（上）」『立命館経営学』１９９０年３月号 。

Ｒ１ｃａｒｄｏ，Ｄ ，ＯｎｔｈｅＰｒｍｃ１ｐ１ｅｓ　ｏｆＰｏｌ１ｔ１ｃａｌＥｃｏｎｏｍｙ　ａｎｄＴａｘａｔ１ｏｎ，堀経夫訳

ｒ経済学および課税の原理』Ｐ．スラ ッファ 編丁デ ィヴィド ・リカードゥ 全集』第

一巻，雄松堂書店，１９７２年 。

　　　　　　　　　　　　　　　（１３０）



　準市場経済（Ｑｕａｓｉ　Ｍ肛ｋｅｔ　Ｅｃｏｎｏｍｙ）とヘクシャー・オリーン ・モデルの限界（下）１３１

〔３９〕Ｊ．ロ ビンソソ，山田克巳訳『資本理論とケインズ経済学』日本経済評論杜
，

　　１９８８年
。

〔４０〕　 ＳａｍｕｅＩｓｏ叫Ｐ　Ａ ，Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｔｒａｄｅ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｅｑｕａ１１ｓａｔｌｏｎ　ｏｆ　Ｆａｃｔｏｒ　Ｐｒ１ｃｅｓ
，

　　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｊｏｕｍａ１，Ｖｏ１ＬＶ皿（Ｊｕｎｅ，１９４８）

〔４１〕　 Ｓａｍｕｅ１ｓｏｎ，Ｐ　Ａ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　Ｆａｃｔｏｒ　Ｐｒ１ｃｅ　Ｅｑｕａ１１ｚａｔ１ｏｎ　Ｏｎｃｅ　Ａｇａｍ　Ｒｅａｄ

　　ｍｇｓ　ｍ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ｅ
ｃｏｎｏｍ１ｃｓ

，ｓｅ１ｅｃｔｅｄ　ｂｙ　ａ　Ｃｏｍｍｌｔｔｅｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ａｍｅｎｃａｎ　Ｅｃｏ －

　　ｎｏｍ１ｃ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ，１９６８Ｒ１ｃｈａｒｄ　Ｄ１ｒｗｍ，Ｉｎｃ

〔４２〕　関 口末夫『国際経済学』中央経済杜，１９８９年 。
〔４３〕　 Ａ・

スミス ・大内兵衛 ・松川七郎訳『諸国民の富』Ｈ目目岩波書店，昭和３４年
，

　　昭和３５年，昭和４０年。アダム ・スミス大河内一男監訳『国富論皿』中央公論杜 ，

　　昭和６１年
。

〔４４〕　高増明「ネオ ・リカード派の貿易理論」『経済評論』（１９８３年１０月号）所収
。

〔４５〕Ｔａｕｓｓ１ｇ，ＦＷ ，ＴｈｅＴａｒ１ｆｆＨ１ｓｔｏｒｙｏｆｔｈｅＵｎ１ｔｅｄＳｔａｔｅｓ，１９２３長谷田泰三

　　安璽昇一共訳『米国關税史』有明書房，平成２年 。

〔４６〕　土屋喬雄ｒ日本資本主義史上の指導者たち』岩波書店，１９８２年
。

〔４７〕　土屋喬雄 ・岡崎三郎ｒ日本資本主義発達史概説』有斐閣，昭和２３年 。

〔４８〕辻村江太郎「経済計画における産業政策の位置」臨増［東洋経済』（昭和４９年

　　６月号）。

〔４９〕鶴田俊正『戦後日本の産業政策』日本経済新聞杜，昭和５７年 。

〔５０〕　通商産業省編『商工政策史』第１ ・２巻，第５巻，第１５巻 。

〔５１〕通商産業省通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史』５ ・６
。

〔５２〕　上山春平『日本の思想』サイマル出版会，１９７１年
。

〔５３〕梅村又次 ・中村隆英編『松方財政と殖産輿業政策』東京大学出版会，１９８３年 。

〔５４〕　梅津順一『近代経済人の宗教的根源』みすず書房，１９８９年
。

〔５５〕　Ｖｍｅｒ，Ｊ ，Ｔｈｅ　Ｒｏ１ｅ　ｏｆ　Ｐｒｏｖ１ｄｅｎｃｅ　ｍ　ｔｈｅ　Ｓｏｃ１ａ１Ｏｒｄｅｒ　Ａｎ　Ｅｓｓａｙ　ｍ　Ｉｎｔｅ１１ｅｃ

　　ｔｕａ１Ｈ１ｓｔｏｒｙ，Ｐｒｍｃｅｔｏｎ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９７２根岸隆　根岸愛子訳『キリスト

　　教と経済思想』有斐閣，昭和５５年 。

〔５６〕Ｗｅｂｅｒ，Ｍ ，Ｄ１ｅ　ｐｒｏｔｅｓｔａｎｔ１ｓｈｅ　Ｅｔｈ１ｋ　ｕｎｄ　ｄｅｒ　Ｇｅｌｓｔ，ｉ９０４～５梶山力　大塚久

　　雄訳『プ ロテスタソティズムの倫理と資本主義の精神上 ・下』岩波書店，１９５５年 。

〔５７〕　山澤逸平『日本の経済発展と国際分業』東洋経済新報杜，昭和５９年 。

〔５８〕　吉川幸次郎「江戸儒学私見」『吉川幸次郎構演集』朝日新聞杜，１９８１年
。

（１３１）




